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1 目的

八雲町地域の漁業はホタテガイ養殖業への依存度が極めて高く、東日本大震災の前年

の平成 22年では同町漁業・養殖業生産額約 60.7億円のうち、ホタテガイ養殖業の生産

額が約 39.8億円と 65.6%を占めています。噴火湾内では、ホタテガイ養殖業は2年員を

主体とする生産体制がとられています。 2年貝の生産は養殖期間が短いため、養殖施設を

効率的に利用できるというメリットがある一方で、出荷が短期間に集中することから価

格の暴落リスクが大きく漁業収入が安定しない、というデメリットを抱えています。

このような中、漁業収入の安定化のためには、 3年貝生産主体へと養殖サイクルの転換

を図ることが望ましいのですが、 3年貝への移行年度の漁業収入が大きく落ち込むこと、

小規模養殖業者の多くが深刻な労働力不足を抱えていること、などから経営的な負担が

課題となっています。

そこで、本計画では、養殖作業の共同化や高性能機器の導入・効率的配置による省人

化・省力化・省コスト化を図ることで小規模経営体が抱える労働力不足等の課題を克服

し、小規模経営体において 2年貝主体の生産体制から 3年貝主体の生産体制へと養殖サ

イクルの転換を図るとともに、高鮮度出荷等による販売カの強化などに地域が一体とな

って取り組むことで、低コスト・高収益型の養殖業経営体の確立に向けた構造改革を推

進し、ホタテガイ養殖業経営体の存続と地域経済の活性化を目指します。

2田地域の概要

(1)八雲町の概要

八雲町は北海道渡島半島の北部にあり、

函館市と室蘭市の中聞に位置します。東

は内浦湾（噴火湾）、西は日本海に面し、北

は長万部町、今金町、せたな町、南は森町、

厚沢部町、乙部町と接しています。

平成 17年 10月1日、旧八雲町と旧熊石

町との合併により誕生した新八雲町は、日

本で唯一、太平洋と日本海を持つ町となり

ました。

町の面積は約 956km2と渡島支庁管内最大

で、平成26年 1月末現在の人口は 18,115 

人、世帯数8,615戸であり、毎年人口の減

少と高齢化、核家族化が進行しています。

産業別就業者数（平成 22年国勢調査）を

みると、第 1次産業就業者が 20.7目（l,642人）、うち漁業が 10.6% (844人）を占め、漁業

が基幹産業のーっとなっています。
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表1八雲町の産業別就業人口（平成 22年）

就業人口

1 642 

714 

844 

84 

1,453 

698 

750 

5 

4,845 

1 028 

412 

1 050 

2,355 

7,940 

割合

20.7% 

9.0% 

10.6% 

1.1首

18.3也

8.8覧

9.4% 

0.1% 

61.0覧

12.9覧

5.2覧

13.2覧

29.7覧

100.0% 

第3次産業

61.0% 

(2）八雲町地区における漁業の概要

•2次産業
18.3% 

八雲町では、刺網、小型底びき網、小型定置網、採員・採藻漁業、ホタテガイ養殖業

等が営まれています。 中でもホタテガイ養殖業への依存度が高く、 特に同町八雲地区で

は、漁業・養殖業を営む 322経営体のうち 248経営体がホタテガイ養殖業を営んでおり、

地域漁業としてのその重要度は極めて高いといえます。平成 23年の八雲地区の漁業生産

量及び金額を魚種別にみると、水揚量、金額ともにホタテガイが突出して多く、水揚量

で全体の 79.3%、金額で 75.4% を占める状況にあります。このほかではスケ トウやカレ

イ、サケ、ナマコ等が主力魚種となっています。

漁業経営体数については、漁業センサスによると、平成 22年において 381経営体（八

雲地区 309、熊石地区 72）で、 10年間で約 19%減少しています。また、八雲地区の漁業

就業者の年齢構成については、この 25年間一貫した高齢化の進行がみられますが、 50歳

仁

代以下の割合が 7机 40歳代以下の割合が例と比較的若い労働力が確保されていると く
いえます。

表2 八雲町八雲地区の漁業種類別水揚量・金額（平成 23年）

水揚量（トン） 水揚金額（千円）
割合 割合

魚類 3,828 18.4% 584,042 11.8% 

カレイ 815 3.9% 212,396 4.3% 

サケ 628 3.0% 257,029 5.2% 

スケトウ 2,037 9.8% 57,961 1.2% 

その他の魚類 348 1.7% 56 656 1.1 % 

貝類 16,494 79.3% 3,740,444 75.4% 

ホタテガイ 16,31 5 78.4% 3,681,380 74.2% 

その他の貝類 179 0.9% 59,064 1.2% 

コンブ 28 0.1 % 39,664 0.8% 

ナマコ 87 0.4% 156,047 3.1 % 

その他 372 1.8% 442 156 8.9% 

八雲地区合計 20,809 100.0% 4,962,353 100.0% 

資料 ・八雲 町水産標・産 業 諜
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図1 漁業就業者の年齢構成の推移（八雲町八雲地区）

3.ホタテガイ養殖業の概要

(1）ホタテガイ養殖業の変遷と現状

1) ホタテガイ養殖業の変遷

資料：漁業センサス

ホタテガイ養殖業は玉葱袋を活用した天然採苗技術の開発を契機として、 1960年代に

青森県陸奥湾で勃興しました。その技術は早くも 60年代後半には北海道の噴火湾地域や

サロマ湖地域等に伝播し、 70年代前半にかけて各地で急速に生産が拡大しました。ホタ

テガイ養殖業の全国総生産量は 70年には 5,674トンに過ぎませんでしたが、 77年には

83, 180トンと7年間で約 15倍に増加しました。しかし、 76年に陸奥湾で、 77年に噴火湾

で発生した養殖ホタテガイの大量艶死の影響から、80年頃まで連続して生産量が激減し

ます。

この大きなダメージを機に養殖方法の見直しが進み、陸奥湾や噴火湾の主産地では従

来の寵養殖から耳吊り養殖へと養殖方法が急速に転換します。また、 この頃から毎年貝

毒が発生したため、 出荷規制が行われる夏場を避けて、 2年目の春までに出荷をほぼ完

了させる体制が一般化します。更には、量産化を可能とする耳づり機や貝洗浄機等の養

殖機器類の導入も後押しし、 1980年代には従来の水準を造かに超えて生産が拡大し、 90

年代の全国総生産量は20万トンを超える高い水準で推移します。一方で、貝毒の関係等で

従来のような生鮮向け主体の出荷を続けることは難しくなり、生産物の大半はボイル加

工原料に仕向けられるよ うになりました。その結果、80年代にはボイル加工原料仕向け

に特化した小型の 2年貝を中心とする 「短期育成 ・量産型生産体制Jが確立することに

なりました。

90年代に入り、ホタテガイの価格は従来のキロあたり 250円の水準から 150円の水準

へと下落しますが、「短期育成 ・量産型生産体制Jによる低コス ト化がこの水準での養殖

経営を可能とし、ホタテガイ市場の拡大を支える役割を果たしてきま した。 しかしなが
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ら、後に示すように、近年ホタテガイの需要の変化に加え、ザラボヤによる漁業被害、

東日本大震災による影響等から、ホタテガイ養殖業においてその経営維持を図るために

は生産体制の見直しが求められています。

生産量（千トン） i:::::I漁業 ・・養殖 ー←価格 価格（円／kg)
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図2全国におけるホタテガイ生産量・価格の推移

資料・漁業養殖業生産統計年報

2）東日本大震災前後の生産動向と産地構成
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2011年には東日本大震災の影響で、三陸地方を中心に津波による甚大な被害が発生し

ました。 2010年には 219,649トンであった養殖ホタテガイの全国総生産量は、 11年には

118, 425トンと半減しました。 12年は 184,287トンとやや回復しましたが、この時点ではま

だ復旧の道半ばといわざるを得ません。

近年の地域別生産動向（種首生産分を除く）は表3に示すとおりです。この表から、①

地蒔き物はオホーツク海（宗谷、網走）と根室湾（根室）に集中していること、②養殖

業は噴火湾（渡島、胆振）と陸奥湾（青森）が2大産地であること、③津波による被害

は養殖業に集中していたこと、④養殖産地の中で被災による生産量の減少が著しかった

のは岩手、宮城だが、渡島や青森も大きく減産していること、⑤養殖業の減産により、

漁業も含めて 2011年の産地価格が急上昇していること、等が読み取れます。

2011年における養殖業の生産量からは、震災により 三陸地方が壊滅的被害を受けたこ

とをうかがい知ることができます。なお、渡島の減産は津波の被害によるものですが、

青森県のそれは津波の被害というよりも、高水温等による大量艶死によるものです。2012

年は回復の兆しがみられますが、生産の不安定化が懸念される状況が継続しています。
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表3ホタテガイの地区別生産量・金額
首春、 業

漁獲量 構成比 金額
｛トン｝ （%） (100万円）

全図書十 327,087 100.0 33,302 
北海道 326, 148 99. 7 33, 140 

宗谷 135, 061 41. 3 
網走 162,551 49. 7 

根室 27,373 8.4 
2010年 胆振 651 0.2 

渡島 417 0. 1 

留萌

青森県 938 0.3 161 
岩手県

宮媛県

全国吉十 302,990 100.0 42,853 

北海道 302,665 99.9 42, 784 

宗谷 133,968 44.2 

網走 146,262 48.3 

根室 21,538 7. 1 
2011年 胆緩 540 0.2 

渡島 299 0. l 
留萌

青森県 325 0. 1 69 

岩手県

宮波県

全国書十 315,387 100.0 39,084 

北海道 315, 165 99.9 39,004 

宗谷 130,448 41. 4 

網走 158,297 50.2 

根室 25,509 8. 1 
2012年 胆振 592 0.2 

渡島 285 0. 1 
留萌

管森県 221 0. 1 80 
岩手県

宮城県
資料：漁業養殖業生産統計年報

(2）ホタテガイ養殖業を取り巻く近年の動向

1）ザラボヤによる被害状況

価格

（円／Kx)

101. 8 
101. 6 

171. 6 

141. 4 

141. 4 

212.3 

123.9 

123.8 

362.0 

従来より、ホタテガイの養殖施設にはイガイや

イソギンチャク、ホヤ類等が付着し、出荷時には

これら付着物を除去する作業が必要となり ます。

養殖業者は、海域ごとの特性に応じて、こうした

付着物がなるべく 付かない養殖作業工程を発展さ

せてきたことから、ホタテガイの収穫を困難にす

るほど、付着物の問題が深刻化することはありま

せんでした。

ところが、①初夏～秋に大量に付着して群生す

る、②成長が非常に早い、 ③体長 lOcmを超える大

型のホヤであるなどといった特性をもっザラボヤ

が定期的に発生するようになった平成初年度以降、

付着物問題は極めて深刻な問題としてホタテガイ

養殖業の経営を圧迫する事態を招いています。
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生産量 構成比
（トン｝ (o/o) 

219,649 100.0 
110, 317 50.2 

7,086 3.2 

15,691 7. 1 
84,202 38.3 

2,546 l. 2 
89,838 40.9 
6,673 3.0 
12,822 5. 8 

118, 425 100. 0 

84,353 71. 2 

6,451 5.4 

16, 156 13. 6 

57,370 48.4 
3,567 3.0 

32, 310 27.3 

759 0.6 
1,003 0. 8 

184,287 100.0 
103,980 56.4 

6,088 3.3 

18,566 10. 1 
76,353 41. 4 
2, 129 l. 2 

76,020 41. 3 
750 0. 4 

3,538 1. 9 

重量 殖

金額 価格

(100万円｝ （阿川区）

34,467 156. 9 
17, 756 161. 0 

11, 230 125.0 
2,097 314.3 
3,385 264.0 

25, 794 217.8 

18,823 223. 1 

6,365 197.0 

282 371. 5 
324 323. 0 

25,694 139.4 
15,946 153.4 

8,362 110. 0 
275 366. 7 

l, 111 314.0 



ザラボヤは、ホタテガイやカキ、イガイ等と生育環境が類似し、また対象とする餌資

源（動・植物プランクトン）も共通であるため、重要漁業資源であるホタテガイやカキと

は餌環境において競合関係にあります。ホタテガイ養殖場では垂下したホタテガイの外

殻にザラボヤが付着し、その後2ヶ月で約 3cm、半年で約 13cmにまで急成長します。

そのため、ホタテガイ養殖業では、ザラボヤの付着によるホタテコザイの生育阻害に伴

う減収被害、ザラボヤの加重を原因とするホタテガイの落下による生産量の減少被害、

また、養殖いかだの沈降防止のための浮子玉増設費用や駆除したザラボヤを処理する費

用等の生産経費の増大被害、更には、出荷時の付着物除去作業時間の延長による労働費

用の士宮大被害等、多大な被害が発生しています。

こうした被害を軽減・回避するため、多くの養殖業者は、秋季に沖合でザラボヤの駆

除作業を実施していますが、作業時期が稚貝分散という重要な作業時期と重なるととも

あり、十分な労働力を確保できない養殖業者も多く、貝の成長阻害により生産物価格が

低下する原因となっています。

2）東日本大震災による被害状況

既述のように、ホタテガイ養殖業は東日本大震災の影響で 2011年に生産量が大きく減

少しました。最大の被災地はいうまでもなく岩手、宮城両県ですが、北海道噴火湾地域

の被害も決して小さなものではありませんでした。

水産庁の被害状況調べ（2011.8. 16日現在）によると、全国の養殖施設及び養殖物の被

害額（以下、養殖被害額）は 1310.6億円であり、その地域別内訳は宮城県・ 818.9億円

(62. 5%）、岩手県・ 242.0億円（18.5%）、北海道・ 151.3億円（11.5%）等となって

います。一見、北海道の被害状況は相対的に軽微であったようにみえますが、北海道内

の地域別養殖被害額をみると、渡島管内がその 74%を、さらに市町村別では八雲町が同

管内養殖被害額の 80%を占めています。つまり、北海道の養殖被害は八雲町のホタテガ

イ養殖業に集中していたのです。同町の養殖被害額は 100億円を超えており、一市町村

仁

のホタテガイ養殖業に関する被害額としては、おそらく全国でも突出して大きかったと c 
考えられます。

八雲町における被害状況を、八雲町漁協地区の事例により、さらに具体的に見てみる

と、同地区では養殖施設・資材の 71%が津波によって失われています。 80%以上の養殖

施設を失った漁家が全体の 38.4%を占め、 50%以上の養殖施設を失った漁家はほぼ9割

に達しています。これらの被災漁家は、養殖施設を失っただけでなく、育成中の成貝（採

首後2年目以上の貝）や稚貝も失っています。耳吊りされていた成貝は、垂下されてい

た養殖施設が滅失した場合、ほぼ全量流失して回収不能となりましたが、健に収容され

ていた稚員は破壊された養殖施設とともに部分的に回収されました。しかし、回収され

た稚貝を耳吊り用の種苗として使用できたとしても、それを垂下すべき養殖施設がほと

んど残っておらず、結局低価格の「小型成貝」としてそれを販売するしかなく、つまり、

この地区の養殖漁家は養殖施設と当年販売用成貝のほか、翌年販売用の稚員までも失っ

たのです。
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その後、災害復旧において、国や道の手厚い支援の手がなされ、また中国をはじめと

する輸出事情の好転もあり産地価格の高水準が維持されたことから、八雲町におけるホ

タテガイ養殖業は一定の回復がみられました。しかしながら、小規模な経営体の中には

廃業には至らないまでも、平成 20年以降定期的に発生するザラボヤへの対応や燃油 ・資

材費等の高騰による経費増大など、漁業経営を圧迫する要因の継続の影響を長く引きず

ることとなりました。

3）近年のホタテガイ需給動向

ホタテガイの全国生産量が 50万トンを超える状況が続く中、ホタテガイの市場条件は

1990年代半ば以降ほとんど飽和状態にあったといえますが、近年は震災による減産の影

響もあり、その需給関係に大きな変化がみられます。

変化の第1は生産量の減少に伴う産地価格の上昇です。既に見てきたように、養殖ホ

タテガイの全国平均産地価格は2010年の 157円／kgから 11年の218円／kgへと大きく上

昇しています。

第2は、生鮮向けの需給バランスが崩れてきたことです。従来より岩手県や宮城県の

養殖ホタテガイの大半は生鮮向けとして出荷されていました。震災によりこれら生産量

が激減したことに加え、次に述べる事情から、北海道産ホタテガイの生鮮向け出荷もさ

ほど増加しなかったため、生鮮向けホタテガイの圏内需給はかなり逼迫した状況に転じ

たものと推測されます。2011、12年の岩手県、宮城県の産地価格が 300円／kgを大きく

超えていることはその証左といえます。

第 3は、近年ホタテガイ製品の輸出が全般的に急拡大し、それにより生鮮向け以外の

加工品（ボイルや玉冷等）についても圏内供給が縮小傾向となっていることがあげられま

す。例えば、北海道漁連の調べによると、道産ホタテガイの製品別仕向け比率は図 3の

ように変化しています。生鮮向け比率は若干上昇しましたが、生産量がやや減少してい

るため供給量自体はさほど増加していません。大きな特徴はボイル向け比率の大幅低下

です。詳細は次項で述べますが、冷凍品等の輸出増加により、ほぽ全量が国内向けとな

るボイル製品に仕向けられる原貝が不足したことを意味します。このよ うに、国内市場

へのホタテガイ供給量は、生鮮品のみならずボイル加工品や玉冷等の冷凍品も減少が続
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き、産地価格を押し上げる要因となっています。

ただし、産地価格の上昇は圏内需要の強さを背景とするものではありません。むしろ

圏内の需要は消費者の購買力が低下していることから、 依然として弱含みであり 、高値

傾向にあるホタテガイ製品の荷動きは鈍いといわれています。家計調査年報によると、

ホタテガイの l世帯当たり購入量は近年減少傾向にあり、また購入価格も大きくは上昇

していません。つまり、国内市場に限れば、供給の減少による産地価格の上昇が見られ

たとしても、高値の製品を押し込める余地はさほど大きくないと考えられます。

0% 

2008年

2012年

4）ホタテガイの輸出事情

20覧 40% 60覧

冷凍・缶詰向け

45% 

55% 

図3 道産ホタテガイの製品仕向け比率

80弘 100弘

干貝柱向け

17% 

15覧

輸出に向けられる主なホタテガイ製品は、 2008年まで、玉冷（主な輸出先 ・アメリカ）、

卵付き冷凍（同・ フランス）、活貝（同・ 韓国）、 干貝柱（同 ・香港）の 4種でした。しかし、

2008年頃から中国で養殖ホタテガイ（小型のアメリカイタヤやアカザラではなく、長山列

島で養殖されているエゾホタテ）の艶死が顕著となり、 09年から中国向けに「両貝冷凍J

と呼ばれる新たな製品の輸出が開始されます。この「両貝冷凍Jは殻付きのままホタテガ

（ 

イを冷凍したものであり、 極めて加工行程が単純で、また加工コストも低い。一方、中国 ζ 
の加工業者は艶死により圏内原料が不足しているため、この「両貝冷凍jをある程度の高

値で買い取っています。そのため、 道内の加工業者にとっても 「両員冷凍Jの製造 ・輸出

は利幅が大きく、対中輸出量は急速に拡大しています。

通関統計によれば、ホタテガイ製品（生鮮・冷凍）の対中輸出量は、 2009年の 1,135トン

から 2012年の 11,953トンへと急拡大し、 2013年は 3万トンを超えたといわれています。そ

の全てが 「両員冷凍Jとはいえませんが、玉冷等の製品輸出は関税率の高さもあ り難し

く（中国圏内加工品より競争力が低い）、大半は 「両貝冷凍J（原料輸出）であると推定さ

れます。

「両員冷凍j 輸出は中国における養殖ホタテガイの艶死を契機として開始されました

が、 中国では近年、富裕層の間で活魚 ・活貝がブームであり、艶死が収束し、生産が回

復して以降も中国国内生産物の大半は活貝出荷に回されているといわれています。した

がって、当面は艶死の状況知何にかかわらず、 「両貝冷凍Jの対中輸出が一定量で継続
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C・ 

するものと見られています。

輸出の拡大はこれにとどまらず、最近は玉冷、活員においても顕著となっています。

玉冷は主にアメリカに輸出されていますが、 2013年にアメリカ国内のホタテガイ生産量

が大幅に減少し、また円安の追い風もあり玉冷の対米輸出が極めて好調に推移していま

す。

活貝は大半が韓国に輸出されていますが、これも 2013年に入って好調に推移していま

す。表4に示すように、 13年ト10月の韓国向け活員輸出量は前年同期比 2.16倍の約 5

千トンです。輸出価格も上昇傾向で、最近は FOBで 380～420円／kgという高値で取引され

ています。こうした韓国向け活貝輸出の増加傾向は、韓国内で「貝焼きJ用活貝の需要

が堅調であるほか、中国で活員需要が増大していることから、韓国経由での中国活貝輸

出に関係しでいる可能性もあります。

以上のように、最近のホタテガイ需給に関しては、生産量が減少する中で輸出が好調

なことから、ミニパブ、ル的な状況が生まれています。こうした状況がどこまで続くのか

は不透明ですが、当面は圏内生鮮向けや活貝輸出を中心にある程度の好調・高値を維持

するものと見られています。

表4活貝輸出状況

2012年（1～10月） 2013年（1～10月）
B/A 

(A) (8) 

韓国向け 2,296 4,950 2.16 

輸出量（トン） その他 33 1,186 36.03 

dロ~ 計 2,329 自，137 2.63 

韓国向け 772,688 1,811,497 2.34 

輸出額（千円） その他 34,582 459,564 13.29 

合 E十 807,270 2,271,061 2.81 

韓国向け 336.5 365.9 1.09 

価格（円／kg) その他 1050.3 387.4 0.37 

合 計 346.6 370.1 1.07 

資事4-:iE渇孟漁連資料
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(3）八雲町におけるホタテガイ養殖業の動向

1）八雲町漁協におけるホタテガイ養殖業の動向

八雲町漁協の組合員数とホタテガイ養殖着業経営体数は表5に示すとおりです。平成

24年度現在の組合員数は 240名であり、近 5年間で 22名（企8.4%）減少しています。こ

のうち、約 45%にあたる 107名がホタテガイ養殖業に着業しています。

ホタテガイ生産量については減少傾向がみられますが、平成 22年度はザラボヤ被害、

23年度は東日本大震災による影響が強く影響しています。 24年度は養成していた稚員や

中成員が東日本大震災の影響により喪失したこともあり、生産量はザラボヤ被害の大き

かった 22年度の水準にとどまりましたが、 25年度にはほぼ震災前の水準にまで回復して

います。また、 22年度以降、価格が高水準を維持していることから、 25年度の生産高は

震災前を大きく上回る状況にあります。

表5八雲町漁協の組合員数とホタテガイ養殖着業経営体数 ぐ
H20年度 H21年度 H22年度 H23年度 H24年度

組合員数（A) 262 257 252 244 240 

ホタテガイ養殖着業経営体数（B) 129 121 119 112 107 

BIA 49.2効 47.1九 47.2略 45.9首 44.6覧

生産量（～｝
10,000 

園田・水揚盆 ーーー水錫金額 生産高（百万円）
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図4 八雲町におけるホタテガイ養殖業の生産量・生産額の推移

平均単価（円／kg)
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。
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図5 八雲町における養殖ホタテガイの平均単価の推移
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2）本計画で想定する小規模経営体の特徴

本計画に参加する経営体の対象については、八雲地区内でホタテガイ養殖業を営む小

規模な経営体を想定しています。これら経営体の養殖施設規模は、八雲町漁協全体の平

均値と概ね同水準ですが、水揚量は平均値の約6割、金額は5割と低く、また、 2年貝の

出荷割合が 7割以上を占める点、常勤雇用をほとんど持たない点に特徴があります。

表6本計画で想定する小規模経営体の概要

””v』......，』’，..、.... ..7t.i.: 

八雲町漁協 大規模経営体 本計画で想定する小

全体平均 平均 規模経営体の平均

対象者数 （人｝ 108 10 12 

施設総延長 (m) 4,101 5,492 4,132 

7]<湯量 (kg) 129,617 288,686 80,001 

H25年 水揚金額 （干円） 29,783 69,378 16,082 

平均単価 （円／kg) 230 240 201 

2年貝 29.8% 17.6% 73.9% 
H25年

旧 貝 27.5% 29.2% 17.6% 
出荷割合

3年貝 42.7% 53.2% 8.5百

常勤雇用 （人） 3.2 3.4 0.6 

後継者確保率 39.8% 70.0% 50.0% 

（参考） 出荷規格別の養殖期間・用途・価格等

2年 貝 18員 3年貝

出 荷 時 期 2月～5月 6月～10月 11月～翌2月

養 殖 期 間 22～25ヶ月 26～30ヶ月 31～34ヶ月

2012年 出 荷量 シェア
約 70% 約 10% 約 20% 

（渡島・胆娠管内）

j舌・生鮮 ~ 。 。
用途

ボイル 。 。
仕向け

冷凍・缶詰 。 。 ム

1枚あたり重量 100 g 140 g 160 g 

価格 168円／kg 191円／kg 223円／kg
(1枚 当たり） (16.8円／枚） (26.7円／枚） (35.7円／枚）

0短期間に出荷が集中するため、出荷 0出荷時期が貝毒発生の危険性があ 0供給量が少なく、価格は比磁的安定．

備考
量が加工場の処理能力を超えた犠合に り、貝毒が発生した場合には出荷が制 0出荷がほぼ活・生鮮に限られるため、
は価格暴落の可能性がある． 限される． 出荷時に徹底した貝鮫洗浄が必要．
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4. 計画内容

(1）参加者等名簿

1 ）地域協議会委員

分野 所属機関名 役職 氏名 備考

生産 八雲町漁業協同組合 代表理事組合長 大林弘志

生産 八雲町漁業協同組合 酎組合長理事 安チ谷信一

生産 八雲町漁業協同組合 理事 掛 川 正 春

生産 八雲町漁業協同組合 監事 新谷隆之

生産 八雲町漁業協同組合 専務理事 小川勝士

生産 北海道漁業協同組合連合会函館支店 支店長 渡部 勲

金融 北海道信用漁業協同組合連合会函館支店 支店長 清野伸宏 c 
流通 八雲地区水産加工協同組合 代表理事 松本良久

行政 渡島総合振興局産業振興部水産課 課長 飯 田 哲 也

行政 八雲町水産課 課長 横 山 隆 久

行政 渡島北部地区水産技術普及指導所 所長 河 村 治 夫

学識 北海道大学院水産科学研究院 准教授 宮津晴彦

学識
地方独立行政法人北海道総合研究機構

調査研究部長 佐藤一水産研究本部函館水産試験場

2）ホタテ部会委員

分野 所属機関名 役職 氏名 備考 C; 
生産 北海道漁業協同組合連合会函館支店 課長 斎藤要

行政 渡島総合振興局産業振興部水産課栽培振興 主査 小泉智宏

行政 八雲町水産課 課長 横 山 隆 久

3）事務局員

所属機関名 役職 氏名 備考

八雲町漁業協同組合 信用共済部長 佐藤 博

八雲町漁業協同組合 総務指導部長 山口慎

八雲町漁業協同組合 国費対策推進室担当 小谷 勉
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(2）改革のコンセプト

八雲地区のホタテガイ養殖業は、東日本大震災により多大な経済的被害を受けたもの

の、中国をはじめとする輸出事情の好転等の影響もあり、産地価格は高値傾向が維持さ

れており、一部の優良経営体については震災以前の経営レベルにまで回復しつつありま

す。一方で、地域内でも比較的小規模な経営体では、平成20年以降定期的に発生するザ

ラボヤへの対応、燃油や資材等の高騰による経費の増大など、漁業経営を圧迫する要因

が継続し、個々の経営体単独では労働力不足や養殖サイクルの見直し等の課題解決が困

難な状況にあります。

本プロジェクト改革計画では、小規模経営体において、現在の2年貝主体から 3年員

主体へと生産体制の転換を図るとともに、下記に示す「生産に関する改革Jと「流通に

関する改革」を並行して実施することにより、ホタテガイ養殖業の収益性の向上と安定

化を目指します。

＜生産に関する事項＞

［養殖サイクルの見直し］

A もうかる漁業のシステムを利用しつつ、新貝主体の生産体制からから 3年買主体の生

産体制にシフトすることにより、漁業収入の増大と漁業経営の安定化を図る。

［養殖作業の合理化・効率化I

B プロジェクトに参加する養殖業者が4名で 1つのグループを構成し、グ、ループごとに

稚貝採取作業を共同化し、省力化・省コスト化を図る。

C 他産地からの種苗の購入および運搬にかかる業務をプロジェクトに参加する養殖業

者全員で共同化する。

D 分散作業とザラボヤ駆除の重複する時期において、プロジェクトに参加する養殖業者

が4名で 1つのグ、ループを構成し、グループごとに両作業を共同化する。

E プロジェクトに参加する養殖業者が4名で 1つのグ、ループを構成し、グループごとに

出荷時における水揚作業や員洗浄作業、選別作業等を共同化し、出荷作業の効率化を

図る。

［漁場環境の改善・保全I
F 噴火湾ほたて生産振興協議会が実施する漁場環境調査に積極的に協力するとともに、この調査

結果や、水産試験場、水産普及指導所が発信する各種情報をグループ内で共有化し、ホタテガ

イ生産の安定化を図る。

＜流通に関する事項＞

［生産物の品質の向上］

G 出荷時の員洗浄において、クマタニ（貝を 1枚ずつ機械に挿入して貝殻の付着物を除

去する洗浄機）を導入することにより、出荷物の破損を回避し、鮮度劣化の抑制によ

り高鮮度出荷の実現を図る。

［販売力強化I
H 生鮮向け3年貝の中で一定条件を満たした上位規格の員については「八雲産鮮抜活ほ

たて員」の名称で八雲産ホタテガイのフラグ、シップとしてブランド化する。
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I 漁協主導のもと、直売店での販売など新たな国内販路の掘り起こしを行う。また、 近

年好調な中国輸出を始め、海外輸出を促進する。

【 八雲地区ホタテガイ養殖業 小規模経営体が抱える問題点 】
【生産面】 【漁場環境・施般利用面】 【販売・流通面1
① 労働力不足による非効率な生産f構造
② 小型漁船による作業肉容の制限
③.殖機器量類の理~＊可化

①不安定な銀首と高い発死リスク
②ザラポヤによる生宵阻害被害
③ ヒトデによる繍食被害

2年員：集中出荷による価絡暴落リスク
3年貝：不十分な価値評価

④保有施般の低い利用率

F 可
~ 経営改革の柱 j 

【取組A]3年貝主体の生産構造への移行

2年貝主体の生産構造から3年貝主体の生産構造へと移行することにより漁業収入の治大を図り、漁業経営の安定

経営改革の実現に向けて解決すべき楳眉 弓 改革計画の取組

【取組B】稚貝採取作業の共同化

【取組c】稚貝の共同購入

【取組D］ザラボヤ駆除作業の共同化

【取組E】出荷作業の共同化

【取組F】漁渇環境調査への協力と情報の共有化

【取組G】高鮮度出荷

【取組H】ブランド化対策

【取組 I】販路開拓

ホタテガイ養殖業の収益性改善・経営の健全化

共同経営・生産組合・LLP • 

＜改革計画終了後の将来のすがた＞

本プロジェクト計画により複

数経営体による共同化を定着さ

せるとともに、改革計画実行時に

おいては耳づり作業等を含めあ

らゆる作業の共同化の可能性を

探りつつ、将来的な共同化の在り

方（共同経営、生産組合、 LL P等）

について検討します。

共同作業・共同経営の他グループへの波及

現行 個別養殖業者による養殖作業

改革計画 ｜養殖作業をグループ共同化

耳づり作業を含めあらゆる作業の共同化を検討

将来 共同経営、生産組合、LLP、・・・等
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(3）改革の取組み内容

大事項 中事項 現状（0）と課題（．） 取組記号・取組内容 見込まれる効果（数値） 効果の根拠

生産に関 生産サイ 02年貝（新員）を中心とする生産構造（生 A: 3年貝主体の生産構造への移行 03年員の生産割合が高まり、生産量も増 資料2

する事項 クルの見 産実績新貝 77.7%、旧員 17.4%、3年 ①共同作業船の使用と高出カユエックの導 加することにより、生産金額の増大が図 資料編p.3 

直しに関 員 4.9%）では、販売単価が不安定。 入による出荷作業の共同化により、 3年 られる。

する事項 0ザラボヤ駆除及び稚貝分散作業が3年貝 貝主体の生産構造（生産目標 新貝 0出荷作業が効率化され、高品質の3年貝

出荷時期と重なり、労働力不足から3年 41. 4%、旧貝 10.9%、3年員 47.7%）へ 出荷が可能となり、単価の向上が図られ

貝主体の生産構造へ移行できない。 の移行を図る。 る。

・生産性向上や付加価値向上に向けた取組 ②共同作業船へのクマタニの導入により、 ※生産金額77,773千円増

が必要。 商品質の3年貝の出荷を図る。 0クマタ＝を導入することで、 3年貝を輸

02年貝主体の生産構造は高密度養殖を必 ③ 3年貝主体の生産構造へ移行すること 出用活貝出荷など販路拡大が図られる。

至とするため、漁場への環境負荷が大き で、漁場への環境負荷を軽減し、大量銘 03年貝主体の生産構造へ移行すること

く、鎗死を誘発する危険性がある。 死の防止を図る。 で、母貝確保による地場採首の安定化が

・2年貝主体の生産構造から脱却し、漁場 図られる。

環境の保全・改善の取組が必要。

養殖作業 0採苗作業は、各養殖業者が個別に実施す B i稚員採取作業（沖合）の共同化 0採首作業の共同化により省人化・省力化 資料3

の合理化・ るため、労働力の不足する小規模業者に ①共同作業船の使用、高出カユニyク及び が図られる。 資料編p.5 

効率化に おいては船上での作業時間が長期化し、 稚貝選別機の導入に併せて、養殖業者を ※延べ作業人員数474人→440人

関する事 稚貝の鎗死を招く要因となっている。 グループ化（4名 1グループ）し、稚貝 0船上作業時聞が短縮され、稚貝への負担

項 ・採首作業時間の短縮による稚貝努死率の 採取作業を共同化することにより、省力 軽減により豊富死率の低下が期待できる。

低減（平成22年度は稚貝の大量銘死が 化・省コスト化を図るロ 0実働作業漁船の隻数が減り、燃油使用量

発生）の取組が必要。 の削減が図られる。

※作業漁船隻数12隻→6隻

※燃泊費32 9千円減

0平成22年度に稚貝の大量鎚死が発生 c 種苗の共同職入 0他産地種首の購入において省人化が図 資料4

し、大規模な減産となった。 ①複数の他産地から一定量の種苗を予約購 られる。 資料編p.8

0他産地種苗を購入する際は、各養殖業者 入することにより、地場採苗の好不漁に ※作業人数12人→3人

が個別に購入交渉や運搬作業を行ってお かかわらず、種苗を安定的に確保するロ 0購入種苗の運搬費の削減が見込まれるロ

り、非効率が発生している。 ②他産地種苗の購入・運搬に係る業務を共 0複数産地から種苗を安定的に調達する

・積首の安定的確保の取組が必要。 同化することで省コスト化を図る。 ことで第死リスクの軽減が期待できる。
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大事項 中事項 現状（0）と課題（．） 取組記号・取組内容 見込まれる効果（数値） 効果の担拠

生産に関 養殖作業 0平成20年よりザフボヤが定期的に発生 D ザラポヤ駆除作業の共同化 0共同作業化により最も効果的な時期に 資料5

する事項 の合理化・ し、ホタテガイの脱落や成長阻害、駆除 ①ホタテガイ分散作業とザラボヤ駆除作業 駆除作業を実施することでホタテガイ 資料編p.10 

効率化に 費用の増大等の被害により、養殖経営に が重複する時期において、共同作業船の の生育阻害被害の軽減が図られる。

関する事 甚大な影響を及ぼしている。 使用、高出力ユニック及び員洗浄機、コ ※生産金額5,6 9 0千円増

項 0短期集約的作業を必至とするザラボヤの ンベアの導入に併せて、養殖業者をグノレ 0実働漁船隻数が減り、燃泊費の削減が図

完全駆除は、労働力の不足する小規模業 ープ化（4名 19'1トプ）し、駆除作業を共 られる。

者には困難な状況にある。 同化することで、ザラボヤ駆除を効率的 ※燃泊費98 8千円減

0稚貝分散作業と時期が重複し、作業が遅 に実施し、駆除率 100%の実現を目指す。 （同時期の分散作業を含む）

れると 3年貝の出荷時期とも重複 ②「噴火湾渡島ホタテガイ等付着処理に係 0新たな設備投資が抑えられるロ

・ザラボヤ被害軽減のための取組が必要。 る自主的ガイドライン」を遵守する。 ※ザラボヤ駆除使用隻数12隻→3隻

0養殖作業員の高齢化等により十分な労働 E：出荷作業の共同化 0大型船（6～クラス以上）を使用するこ 資料6

カを確保できない養殖業者の中には、員 ①2経営体が1グループとなり、高出力ユ とにより、 3年貝の出荷作業に必要な機 資料編p.15 

洗浄作業や選別作業が十分でなく、価格 ニック及びガラガラ、クマタニ等を装備 器類の搭載が可能。

形成において不利な条件が発生してい した大型の共同作業船を使用して、貝洗 0クマタニ使用に伴う労働力の増大を共

る。 浄作業や選別作業等を共同化し、出荷作 同作業化により解消できる。

・高鮮度出荷のためにはクマタニの導入が 業の効率化を図る。 0クマタニ使用により出荷するホタテガ

不可欠であるが、出荷時の作業時間の延 イの品質が向上し、販売価格の上昇が図

長が予想され、省人化・省力化の取組が られる。

必要。 ※（生産金額増は取組記号Gで折込済）

・3年貝出荷に対応した作業機器を搭載す

るためには大型船（6～クラス以上）の作

業船が必要。小型漁船の場合、クマタニ

を搭載できないロ

漁場環境 0水産試験場、水産技術普及指導所、噴火 F: 漁場環境調査への協力と情報の共有化 0養殖業者が漁場の状態を常に把握する

の改善・保 湾ほたて生産振興協議会による各種の漁 ①噴火湾ほたて生産振興協議会が実施する ことにより、漁場環境の変化に対する敏

全に関す 場環境調査が実施されているロ 漁場環境調査への積極的な協力体制を構 速な対応が可能となり、豊富死等のりスク

る事項 ・現状の漁場環境調査を継続・充実するた 築する。 軽減が図られる。

めの養殖業者の協力体制の構築が必要。 ②これら調査結果、水産試験場や水産普及 0漁場の環境情報を共有化することによ

指導所が発信する各種情報をグループ内 り、安定した採苗とザラボヤ被害の抑

で共有化し、ホタテガイ生産の安定化を 制、鑓死リスクの軽減が期待できる。

図る。
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大事項 中事項 現状（0）と課題（・） 取組記号・取組内容 見込まれる効果（数値） 効果の根拠

流通・販 生産物の 03年貝の出荷時に員殻の付着物を除去す G i高鮮度出荷 0高鮮度出荷による商品価格の向上が図 資料7

売に関す 品質の向 る際、作業時間を短縮するため貝洗浄機 ①出荷時の員洗浄において、クマタニ（貝 られる。 資料編p.18 

る事項 上 に関す （俗称：ガラガラ）を使用しているが、 を1枚ずつ機械に挿入して貝殻の付着物 ※生産金額12, 6 3 5千円増

る事項 員殻先端部の破損により貝内部への海水 を除去する洗浄機）を導入することによ

の浸透を原因とする鮮度劣化が発生し、 り、出荷物の破損を防止し、鮮度劣化の

価格低下を招いている。 抑制により高鮮度出荷の実現を図る。

・3年貝の価格上昇を図るためには高性能

機器類の導入等による高鮮度出荷の取組

が必要。

販 売局強 0上場されたホタァガイは選別方法等によ H lブランド化対策 0差別化出荷により販売価格の向上が期 資料8

化に腐す り品質が必ずしも均一ではなく、適正な ①生鮮向け3年貝の中で、一定基準を満た 待できる。 資料編p.20 

る事項 販売価格が実現していない。 した員を「（仮）八雲産鮮抜活ほたて貝」 0ブランド化を通じて養殖業者の品質

.3年貝の品質に見合った適正価格の実現 の名称でブランド化し、八雲産ホタテガ に対する意識の高まりが期待できる

に向けた取組が必要。 イのフラ yグシyプとして販売する。

O陸奥湾ホタァガイの不振と三陸ホタァガ I ，新たな圏内販路の掘り起こし 0圏内流通チャンネノレを増やすことによ 資料9

イの震災からの回復の遅れにより園内供 ①直販店での販売など新たな国内販路 り、価格暴務が抑制され、価格の安定性 資料編p.21

給量は減少するものの、高値の影響から の掘り起こしを行う。 が強化されるロ

圏内需要はやや鈍化している。 海外輸出の促進 0付加価値型の販路を強化することによ

0近年、積極的な輸出対策により価格 ②漁協主導の下、近年好調な中国輸出を始 り、漁業収入の増大が見込まれる。

は安定しているが、主力輸出市場で めとした海外輸出を促進する。 ※H25年度3年貝価格

ある中国圏内の情勢等を踏まえ、積 ③3年員の出荷においては「活貝」輸出へ 八雲町漁協平均価格 223円／kg

極的な国内向けの流通対策が必要。 の対応を強化し、 3年貝価格の安定化を 韓国輸出活貝価格 366円／kg

・生産者と加工業界が一体となった圏内需 図る。

要（販路）の開拓が必要

0中国・韓国等へのホタテガイ輸出は、価

格の高位安定と市場の拡大を背景に、国

産ホタテガイの基幹的な販路のーっとし

て定着化しつつある。

・輸出需要に対応した供給体制の構築が必

要。
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(4）改革の取組み内容と支援措置の活用との関係

1）漁業構造改革総合対策事業の活用

取組記号 事業名 改革の取組内容との関係

2年貝主体から 3年貝主体へと

もうかる検、業創設支援 養殖サイクルを移行した経営体
A～I 

事業 (12経営体を想定）による収益性

改善の実証事業を実施

2）その他の支援措置

取組記号 事業名 改革の取組内容との関係

事業実施者 実施年度

平成 26年度
八雲町漁業協同組合

～30年度

事業実施者 実施年度

有害生物漁業被害防 ｜駆除したザラボヤの処理費用の ｜ ｜平成24年度
D I I ｜八雲町漁業協同組合

止総合対策事業 助成

(5）取組みのスケジュール

1)工程表

B ｜稚貝採取作業（沖合）の共同化

c ｜種苗の共同購入

D lザラポヤ駆除の共同化

E ｜出荷作業の共同化

F ｜漁渇環境調査の継続・情報の共有化

G ｜高鮮度出荷

H ｜ブランド化対策

新たな圏内需要の煽り起こし

海外輸出の促進

(6）改革による波及効果

｜ ｜ ｜ 

本改革計画を実施することにより、以下のような波及効果が期待されます。

～28年度

①各養殖作業において共同化の可能性が実証されることで、改革計画に参加しない経営

体についても作業の共同化による経営コストの削減を通じて経営の安定化を図ること

ができる。

②小規模経営体で、あっても、作業の共同化や高性能機器の導入 ・効率的配置により、労

働力不足等の課題を解決し、 3年貝主体の生産体制に移行することができる。

③出荷時において徹底した貝洗浄を効率的に実施することで、高鮮度のホタテガイを消

費者に提供することができる。
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④3年員主体の生産体制への転換により、 3～4月への出荷の集中が抑制され、加工業者

は余裕のある事業計画を実施することができる。

⑤漁場環境調査への協力体制が強化されることで、調査内容の充実化が図られ、ザラボ

ヤによる被害の軽減、第死リスクの軽減が実現し、噴火湾全体のホタテガイ養殖業の

安定化が図られる。
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5.養殖業経営の展望

＜経費等の考え方＞

c: 

本プロジェクトの改革計画は、養殖作業の共同化等により発生した余剰労働力を効率

的に活用し、現状の 2年員主体の生産構造から 3年員主体の生産構造へ転換するととも

に、養殖施設の利用度を高めることにより、生産量を現状の 1,115トンから 1,397トンへ

25.3% （生産枚数換算7.5%）増大を目指します。

さらに、ザラボヤ駆除を徹底し、 3年貝の出荷時の貝洗浄においてクマタニを活用し

高鮮度出荷による付加価値販売を実現することにより、総平均単価を現状の 177円/kgか

ら210円/kgへ 18.6%向上を目指します。

これら生産構造の転換と販売価格の向上対策の両方の効果により、現状の売上高 197

百万円から 293百万円へ、 48.7%の向上を目指します。

生産構造
生産量 生産枚数 平均単価

2年貝 旧貝 3年貝

現状 77. 7% 17. 4% 4.9% 1, 115九 10, 390千枚 177円／kg

改革計画 41. 4% 10. 9% 47. 7% 1,397～ 11, 174千枚 210円／kg
( +25. 2%) (+7. 5首） ( +18. 6%) 

なお、 本計画におけるホタテガイ単価は、直近 5ヶ年度（平成 21年度～25年度）の年

度平均単価のうち、ザラボヤ被害、東日本大震災の影響により価格が高水準となった平

成22、23年度を除外した 3ヶ年度の平均価格｛2年員・ 168（円/kg）、旧貝・ 191（円/kg）、

3年貝・ 223（円!kg)｝を基準として計算するとともに、これにザラボヤ駆除 100%実施に

よる生産額の増大効果とクマタニ導入による 3年貝価格の上昇効果を加味しました。

また、経費については、生産量の増大に伴い、人件費、漁網・漁具費、消耗品費、販

売手数料の増加を見込み、養殖作業の共同化による省エネ効果として燃泊費の削減を見

込んでいます。
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＜ホタテガイ養殖業＞

(1)収益性改善の目標 （計画参加 12経営体を想定）

（平円）、， E 』，

現状 改革計画

(34ヶ月） 1期目 Z期目 3期目 4期目 5期目
(34ヶ月｝ (34ヶ月） (34ヶ月） (34ヶ月） (34ヶ月｝

売上高 197,097 293,196 293,196 293,196 293,196 293,196 

生産量（トシ） 1,115 1 397 1,397 1,397 1,397 1,397 

単価［円／kg) 177 210 210 210 210 210 

経費※ 197,560 216,587 216,487 216,347 216,W7 216,067 

①人件費 106,550 117,205 117,205 117,205 117,205 117,205 

②漁網・漁具費 9,950 10,945 10,945 10,945 10,945 10,945 

③消耗品費 10,825 11,907 11,907 11,907 11,907 11,907 

④燃泊費 18,573 17,031 17,031 17,031 17,031 17,031 

⑤修繕費 14,751 14,751 14,751 14,751 14,751 14,751 

⑥稚貝代 287 1,085 1,085 1.085 1,085 1.085 

⑦租税公課 3,158 3,158 3,158 3,158 3,158 3,158 

⑧水道光熱費 2,904 2,904 2,904 2,904 2,904 2,904 

⑨通信費 1,941 1,941 1,941 1,941 1,941 1,941 

⑩損害保険料 4,769 4,769 4,769 4,769 4,769 4,769 

⑪販売手数費 12,811 19,058 19,058 19,058 19,058 19,058 

⑫負担金 7,569 7,569 7,569 7,569 7,569 7,569 

⑬支払利息 908 1,700 1,600 1.460 1,320 1,180 

⑪一般管理費 2,564 2,564 2,564 2,564 2,564 2,564 

減価償却前利益 -463 76,609 76,709 76,849 76,989 77,129 

米人件費と販売手数斜を除〈現状の経費については、過去砧年のうち東日本大震災の影響が大きい四年且ぴ24年を除（3カ年の平均曜より算出

【現状】

人件費と販売手数料を除く現状の経費については、本計画が対象とする小規模経営体のうち、平均的

な3経営体の近3ヶ年（東日本大震災の影響が大きい 23年及び24年を除く）の収支状況より算出。

（〉 【改革計画】

1）売上高

売上高は、上記の「経費等の考え方Jに基づき下記のとおり算出した目標額。

（午阿｝、T n' 

生産額
同駅

惜考 参考貰料
2年貝 旧貝 3年員

現行自生産額
197,098 149,576 37,297 10,225 

来H21・24・25年度の3ヶ年平均値

改革計画聖施による生産額白憎大 96,100 -50,352 -7.685 154,137 

①聾殖サイクル由見直しがもたらす 77,773 -52.365 -8,286 138,424 
生産量；1.115～－1.397～ 資斜編

効果額諜 生産輔：197百万円－z15百万円 r資斜21

②ザ官官ヤ駆除率向上がもたらす効
5,692 2,013 601 3 078 駆E除融草実施•70にB伴－う10価慌格上昇度：曲目 資料編

果額 『責科，，

③クマタ＝導入がもたらす効果額 12,635 12,635 
3年員価格：223円／kg->242円／I唱 資料編
（阻止界〉 「資料SI

l政革計画実施桂の目標生産額 I 293,198 I 自由，224 29,612 164,362 

業共同作業化lこよる亙雇量＇°＇＇治大翁果を含む

21 



①養殖サイクノレの見直しがもたらす効果額 ※「資料集」資料2参照

｜養殖サイクノレの見直しがもたらす生産額の増大効剰 = ...J.1:11旦i王m
※生産枚数 10%増大分を含む

現状 改革計画
増減

合計 Z年貝 旧貝 3年貝 合計 Z年貝 旧貝 3年貝
／ 

866 194 55 579 152 667 
生産量（～） 1,115 1,397 282 

77 7% 17.4% 4.9拡 41.4腎 10.9% 47.7% 

生産額（千円） 197.098 149,576 37,297 10,225 274,871 97,211 29,011 148,649 77,773 

3渓 1放あたり毘重量は、2年良100，、国貝140g.3年貝＇＇＂＇として算出。
※改革計画の値については、生産枚数の10%増産分を含む．
※改革計画のE売単価については、z年艮168円/kg、旧民：191円/kg,3年貝：223円/kgとしている．

②ザラボヤ駆除率向上がもたらす効果額 ※「資料集」資料5参照

｜ザラボヤ駆除率向上による生産額の増大効剥

＝（養殖サイクルの見直しによる改革計画実施後の生産額）

×（ザラボヤ駆除による販売価格の上昇率）×（駆除実施率の上昇度）

- 274、871 （千円）× 6.9% ×（100%ー70%)

- §...旦Q_J工血
③クマタニ導入がもたらす効果額 ※「資料集」資料B参照

｜クマタニ導入による生産額の増大効剥

（改革計画実施後の 3年貝の生産額）

2）経費

①人件費

×（クマタニ導入による販売価格の上昇度）

148, 649 （千円）× 8.5%

当」笠i壬f'l_)_

［一
71レハーイト・ハ．ート分

養殖枚数の増加により現行実績値の ll0%

現状 88,000千円→第1～3期 96,800千円

（経営者 330万円、後継者275万円、妻 220万円）

現状 18,550千円→第 1～3期 20,405千円

②漁網漁具費

③消耗品費

④燃泊費

養殖枚数の増加により現行実績値の ll0%

養殖枚数の増加により現行実績イ直の ll0%

・一部養殖作業の共同化による延べ出漁日数の減少により 8.3%削減

備考

燃泊費（H25年） 1,298,920 （円］ H25年由1経営体晶たり平均値

出調回数 240 （日）

1目あたり燃泊費 5,412 （円／日〉

燃油単価 96.30 【円］ H25年平簡単価

1目あたり燃油使用量 57 （凶

年間延べ出漁童数 2,880 （隻・日〉 年間出量回数（240目）×隻数（12重）

共同作業実施に伴う削減数 240 （隻・日｝ 削減量 13,680L(136,800L→123,120Ll 

採苗作業 60 （隻・目｝ 削減量3,420L

ザラポヤ駆除・分散作業 180 （隻・目｝ 削誠量10,260L

3年貝出荷作業 。［隻・目〉 削減量.OL

削減車 8.3% 
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⑤修繕費

⑥稚貝代

⑦租税公課

③水道光熱費

⑨通信費

⑮損害保険料

⑪販売経費

⑫負担金

⑬支払利息

⑬一般管理費

－現行実績f直※H21～25年の 5中3平均値

…必要稚貝枚数（5,110万枚）の 30%を他産地から購入0

．現行実績値

II 

II 

II 

生産額の 6.5%※販売手数料

現汗実績値

新規設備投資のための借入利息を含む

現行実績値

c (2）養殖生け費等の更新の見通し

c 

償却前利益

76.6百 万 円
x 

養殖生け賛等の更新までの年数

15年
＞ 

養殖施設等の取得費合計額

899.3百万円

［養殖生け費等の取得費の内訳l(12経営体を想定）

使用年数 取得価格（千円） 必要数
15年間で必要な

備考
取得額（干円）

漁船 25年 62.451 12隻 449,647 6.6～ 
養殖施設（4,SOOmあたり） 20年 21,273 56,230m 186,901 

ブロッウ 20年 9,136 

アンカー 20年 3,896 

土俵 20年 74 

根尾綱 20年 5,854 

幹綱 20年 2,313 

養殖用機器※2 15年 22,796 262,752 

ユニッウ 15年 4,833 12台 57,996 漁船装備

コンベア 15年 2,500 12台 30,000 ’.， 

稚員選別機 15年 1,253 12台 15,036 採首作業用機器

自動穴あけ機 15年 1,750 12台 21.000 耳づり作業用機器

ピンセッ告ー 15年 1,155 12台 13,860 ，， 

ピンアウ事ー 15年 1.155 12台 13,860 ，， 

耳づりドリル 15年 700 12台 B.400 ，， 

かご洗浄機 15年 4,000 12台 48,000 洗浄作業用機器

貝洗浄機 15年 1,650 12台 19,800 出荷作業用機器

'.lマ；ニ 15年 1,800 6台 10,800 ，， 

トロンメJレ 15年 2,000 12台 24,000 ，， 

養殖施設の取得価額 899,301 

業1養殖用機器については、取得価格が500千円以下の機器揮を除〈
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（参考）改革計画の作成に係る地域プロジェク ト活動状況

実路日 協議会 ・部会 会議内容 備考

H25. 10.28 第 1団地域協議会 設立及び役員の選任

H25. 11. 15 第 1回ホタテ部会 改革計画骨子の協議

H25. 12. 18 第2回ホタテ部会 改革計画書（案）の作成・報告

H25. 12. 26 第2団地域協議会 改革計蘭の協議

H26. 1. 22 第 3回ホタテ部会 改革計画の内容に関する協議

H26. 2.25 第4回ホタテ部会 改革計画の内容に関する協議

H26. 3.27 第5囲ホタテ部会 改革計画の内容に関する協議

H26. 4.28 第 6回ホタテ部会 改革計画の内容に関する協議

H26. 5. 19 第 7回ホタテ部会 改革計画書（案）の内容に関する協議

H26. 5.29 第 3団地域協議会 改革計画書（案）の報告・協議

H26. 6. 12 第4団地域協議会 改革計画書（案）の報告 ・協議・決定
（ 

仁
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資料4ー②

八雲町ホタテ貝養殖地域プロジェクト資料集

資料番号 内 容
取組

頁
記号

資料1 改革のコンセプト～ 3年員主体の生産体制への転換～ P.l 

資料2 3年貝主体の生産体制へのシフト A P.4 

c 資料3 稚貝採取作業の共同化 B P.6 

資料4 種苗の共同購入 c P.9 

資料5 ザラボヤ駆除・稚貝分散作業の共同化 D P.11 

資料6 出荷作業の共同化 E P.16 

資料7 漁場環境調査への協力と情報の共有化 F P.19 

資料8 高鮮度出荷対策 G P.20 

資料9 ブランド化対策 H P目22

（〉
資料 10 販路開拓～海外輸出の促進と国内販路の掘り起こし～ I P.23 

資料 11 高性能機器導入による作業の効率化と安全性の向上 E・G P.24 

資料 12 八雲地区におけるホタテガイ養殖業の作業工程 P.26 

資料 13 改革計画実施による生産目標について P.29 
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｜資料1 ｜ 

改革のコンセプト～ 3年貝主体の生産構造への転換と養殖作業の共同化～

小規模経営体が抱える問題点

八雲町八雲地区においてホタテガイ養殖業を営む小規模経営体は2年員主体の生産を

行っています。 噴火湾のホタテガイ養殖業は、 1980年代以降、ボイノレ加工原料仕向けに

特化した小型の2年貝を中心とする「短期育成 ・量産型生産体制jのもと、低コスト生産

によりホタテガイ市場の拡大に貢献してきましたが、近年、ホタテガイの国内需要におい

てボイル製品を中心に加工品需要が縮小傾向にあります。そのため、小規模経営体の多く

は、 上昇傾向にある活・生鮮需要に対応し、高く安定した収益性が期待できる 3年貝主体

の生産体制への移行を望んでいますが、 労働力不足や保有する機器類・漁船の規模、釜笠

塑豆量監等の問題から、 3年貝主体の生産構造への転換が進まず、不安定な経営状況にあ

ります。特に、労働力不足については、ザラボヤの大量発生が常態化して以降深刻であり、

その駆除作業の時期が稚貝分散作業と重なることから、 3年員の出荷が始まる 11月以降

もこれら作業に労力をとられ、 出荷作業にまで手が回らない状況にあります。

3年貝主体の生産体制への移行に必要な条件

労働力不足
3年貝出荷向け高性能機器

移行期の減収への対応
6～クラス以上の漁船

， 司、

労働力不足のため、同時期に行 保有する機器類の性能が低〈、

われる稚貝分散作業が優先され、 老朽化している。また、小規模経

3年奥出荷に欠かせない作業で 営体の約半数が4トンクラスの漁

あるザラボヤ駆除作業の実施率 紛であり、高性能機器を矯鍛する

が低い。 スペースが確保できない。

小規模経営体の実情

[ 3年貝出荷に移行するための条件1

・労働力不足

移行期における一時的な減収に

耐えうる経済力を有していない。

3年貝出荷は、大型貝の生鮮出荷であるため、ザラボヤによる生育阻害を回避する

ための秋季の駆除作業が不可欠です。しかし、労働力の不足する小規模経営体におい

ては、同時期に実施する稚貝分散作業が優先されるため、駆除作業が適切な時期に実

施できず、また実施率も低い状況です。こうした作業が 11月以降にずれ込んだ場合、

3年貝の出荷時期にも影響が出ます。

・保有する機器類 ・漁船の規模

1 
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3年貝の出荷においては、その重量に耐えうるユニックや出荷時に効率的に貝を洗

浄するための機器類の導入が必要となります。小規模経営体が保有する機器類の多く

は性能が低く、老朽化しています。また、出荷時の貝殻洗浄は船上で行われますが、

小規模経営体の多くが保有する 4トンクラスの小型船では高性能機器を搭載するスペ

ースが確保できず、効率的な作業を行うことができません。

・移行期の減収への対応

2年貝主体から 3年貝主体の生産体制に移行する際、出荷期間の延長によ り、移行

期における一時的な減収が発生します。東日本大震災の被害を受けた小規模経営体の

場合、震災復旧の遅れから、震災後は厳しい経営状況にあり、一時的な減収に対応す

る経済力を有していません。

改革の狙い （改革計画の柱）

八雲町漁業協同組合主導の下で、 小規模経営体 12名 による大型漁船（6トンクラス以

上）を使用した養殖作業の共同化、高性能機器の導入等による養殖生産の効率化・省力

化により、 2年貝生産主体から 3年貝生産主体へと養殖サイクルの転換を図り、漁業収

入の増大・安定化を実現し、小規模経営体における持続的経営の在り方を実証します。

［改革計画l3年貝主体の生産構造への移行（取組A)

【改革計画の柱】 ｜ 

高〈安定した収益が期待できる3年貝主体の生産体制への移行 ｜ 

改革計画の実現に向けた隈圃への対応

労働力不足
3年奥出荷に対応した機器類

移行期の減収への対応
6トンクラス以上の漁船

↓ 
複数船を使用した共同作業によ グループ内の6～クラス以上の もうかる漁業の仕組みを活用
る、稚貝分散作業とザラボヤ駆 漁船を共同作業船として使用 し、一時的な減収被害に対応
除作業の並行実施 し、出荷作業を共同化

＼〉／ ＼ ＼ ／  ＼＼／  

ザラボヤ駆除作業を適切な時期 出荷作業船には、 3年貝出荷に 安定的な経営維持のもとで、 3
に効率的に実施し、実施率 対応した高性能機器を導入し、 年貝主体の生産体制lへの移行を
100%を実現 作業の効率化と生産物の付加価 実現

値化を実現
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改革の実現に向けて解決すべき課題と改革計画の取組

改革の柱となる「3年員への移行jにおいて、その経済的効果を最大限に発揮する

ため、次にあげる Bつの取組を実行します。

【養殖作業の合理化 R 効率化に向けた取組】.3年貝主体の生産構造を実現するには、ザラボヤ駆除作業及び稚貝分散作業を効率的

に実施し、 11月以降は3年貝の出荷作業に専念できる体制が必要です。そのため、

ザラボヤ駆除作業及び稚貝分散作業において、大型漁船を使用した作業の共同化によ

り効率化を図ります。また、高出力ユニックや高性能洗浄機等を導入し、省力化によ

る労働力不足の解消を目指します。（取組D).3年貝の出荷においては、高鮮度出荷への取組としてクマタニの導入を計画していま

す。クマタニの導入においては小型漁船への搭載は困難で、あり、また増大する作業量

の対応するため、大型漁船を使用した作業の共同化、 1隻あたり作業員数の増大（2名

→3名）により、作業の効率化を図ります。（取組E)

・また、採苗に関わる作業や他産地種苦の購入においても共同化することにより、養殖

作業の合理化・効率化を図ります。（取組B・C)

【漁場環境の保全・改善に向けた取組】

・水産試験場や水産技術普及指導所と連携し、養殖漁場の維持・改善を図るための調査

を継続的に実施するとともに、グループ内における情報を共有化し、安定した採苗や

ザラボヤ被害の軽減、豊富死率の低減による養殖生産の安定化を図ります。（取組F)

【生産物の品質向上に向けた取組】

・出荷時の員洗浄において、クマタニ（貝を 1枚ずつ機械に挿入して貝殻の付着物を除

去する洗浄機）を導入することにより出荷物の破損を回避し、高鮮度出荷（鮮度劣化の

抑制）による販売価格の向上を目指します。（取組G)

［販路力強化に向けた取組】.3年貝の中で、一定基準（サイズ、歩留り、水揚時期など）を満たした員を「（仮）八雲

産鮮抜活ほたて貝」の名称でブランド化し、八雲産ホタテガイのフラッグシップとし

て販売します。（取組H)

・漁業協同組合の主導のもとで、直売店での販売など新たな圏内販路の開拓を行います。

また、近年順調な中国や韓国等への海外輸出を促進します。 （取組 I)

3 



｜資料2I c取組記号A】

3年貝主体の生産体制へのシフト

(1）現状

3年貝については、生鮮向けとして高価格が期待できるほか、主に加工用に向けられ

る2年貝に比べて大量生産による価格暴落のリスクが少なく、価格の安定性においても

生産面での優位性が高いと言われています。

しかし、プロジェクトが対象とする小規模経営体については、総出荷量に占める 3年

員の出荷割合は1割にも満たず、約 8割が2年貝で出荷されています。これら小規模経

営体は、養殖経営の向上・ 安定化を目指し、 2年貝主体から 3年貝主体への生産体制の

移行を望んでいますが、移行年度において水揚金額の大幅な減少を余儀なくされること、

出荷時における労働力不足が予想されることから、移行に踏み切れないまま現状に至っ

ています。

表2-1 小規模経営体の規格別出荷割合（H21、24、25年度の平均値） 12経営体

合計 2年貝 旧貝 3年貝
重量織成比

1,114,998 866,133 194,316 54,549 

水湯量（凶 ｜ 
割合 100.0覧 77.71/t 17.4覧 4.9覧

後定水繍紋数 10,390 8,661 1,388 341 

（千枚）
｜割合 100.0首 83.4覧 13.4% 3.3覧

(2）改革の内容

もうかる漁業のシステムを利用しつつ、 2年貝主体の生産体制から 3年貝主体の生産

体制にシフトすることにより、漁業収入の増大と漁業経営の安定化を図ります。なお、

3年異については、 出荷時の貝洗浄においてクマタニを活用し高鮮度出荷による付加価

値販売の実現を目指します。

改革の目標値については、出荷時の垂下枚数ベースで2年員 50%、旧貝 10%、3年

貝 40%とします。規格ごとの 1枚あたりの貝重量および艶死率を考慮すると、生産量

では2年貝 41.4%、旧貝 10.9%、3年貝 47.7%と試算されます。

2年貝生産から 3年貝生産への移行においては、養殖期間の長期化に伴う施設利用効

率の低下が想定されますが、小規模経営体の現行の施設利用度（施設を最大限に利用 し

た場合の最大生産量に対する現行生産量の割合）は 59.0%（表 11参照）であり、移行計画

の実行において、施設数が不足する状況は生じないと判断されます。ただし、労働力（特

に耳づり作業）について従来の体制で、は不足する可能’性が想定されます。こうした課題

については、作業の共同化や高性能機器の導入、雇用労働者の増員により対応します。

4 
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表 2-2参加を希望する小規模経営体の生産量の現状と改革計画の比較（12経営体合計）

（トン）

現状 改革計画

合計 2年貝

866 

旧貝

194 

3年貝

55 

合計 2年貝

579 

旧貝

152 

相
一
“

1, 115 1,397 
77.7%1 17.4%1 4.9%1 I 41. 

※ 1枚あたり員重量については、2年員：100g、旧貝：140g、3年貝：160gとしている。

※ 生残率については、 2年貝：80%、旧員・75%、3年貝・72%としている。
※4経営体の水揚量実績より算出

表2-3参加を希望する小規模経営体の成貝用施設の活用状況

12経営体合計 58.860 

耳づり速数
※l連＝13m

（逮｝

108,000 

示事扇※1 1行使規則を遵守した上｜施設利用度
数量（A) I 金額 ｜で生産される最大量｜ 仏／B)

（以）｜ （千円）｜ (kg) 

1,114,9叫 197,097! 1,889,6001 59.凶

1経営体あたり I 4.9os1 2.9叫 9.ooo I 92.911 

※l水揚高は平成21年度・24年度・25年度の3ヶ年度の平均値（理論値）

F
O
 

勾，‘aa守－
 

eo 
1
 

157,467 59.0% 

(3）改革による効果

本改革の実行により、以下にあげる効果が期待できます。

① 生産物の付加価値化により価格の上昇が見込まれる。（168円／kg→ 223円／kg)

② 3年貝は商品の幅が広いことから、輸出用活貝出荷など高価格が期待できる販

路の拡大が見込まれる。

③ 養殖漁場において、成熟度の高い3年貝が増加することにより、安定した地場

採苗が期待できる。

④ 3月、 4月に集中する出荷作業が周年にわたり分散され、雇用労働への依存が

弱まることで、人件費の削減が期待できる。

表 2-4 3年貝主体の生産体制への移行による生産額増大効果の推定

（千円）

合計

現状

五百下旧貝 3年貝 合計

改革計画

2年百了寸日貝 3年貝
増減

197,0981 149,5761 37,2971 10,2251 274,8711 97,2111 29,0111 148,6491 77,773 

5 



｜資料3 I【取組記号B】

稚貝採取作業の共同化

(1)現状

稚員の採菌作業については、 5月20日～25日頃に投入された採苗器は、約2ヶ月後

の7月 10日頃より回収が開始されます。1経営体あたりの作業に要する日数は採苗器

の投入を含めて平均 10.4日で、作業人数は2～6名です。回収した採首器に付着した稚

貝は機械を使って払い落とされ、 一定サイズ以上のものを選別してザブ トン篭と呼ばれ

る 10段ほどに区切られた養殖篭に収納されます。作業は全て船上で行われ、 am2:00

頃から 7～9時間を要します。長時間に及ぶ作業は稚貝の弱らせることから、短時間で

作業を終えることが望ま しいのですが、労働力が十分確保できない小規模養殖業者にお

いては長時間の作業を避けるこ とができず、艶死率を高める原因となっています。
（ 

表 3-1 ホタテガイ採苗作業の作業時間

グループ
作業日数 1日あたり 作業人数 延べ作業時間 採苗数以 1人1時間

(A) 作業時間 （B) (C) A牢BキC （必要数） あたり採苗数

平均 10.4日間 281時間 386万個
9. 0時間 3.0人 13, 738個

全体（12経営体） 125.0日間 3,375時間 4,637万個

※耳づりl本あたり600伺（耳づり枚数の3f膏）として計算

【襟首曇回収・ザブトン篭に叡納】

後日

h

‘．，F

豹

ζ 
r’． 

臨調
図4-1 採苗作業の状況

(2）改革の内容

4経営体で 1グ‘ループを構成し、グ、ノレープご、とに 2隻の漁船による作業の共同化を行

います。 3グ、ループ 12経営体の場合、改革後の作業員は 24名、使用する漁船は6隻と

なります。採苗した種苗はグループの枠を超えて共有物とします。なお、採苗数につい

ては改革計画における水揚量 10%増大目標に対応して、現行水準の 1.1倍を想定してい

ます。改革計画を実行することにより 、1隻あたりの乗組員数が増えることで作業のス

ピードアップが図られ、第死リスクの軽減も見込めます。

6 



現

状

改

革

後

｜勝〉｜勝 〉｜物〉｜
・各経営体による単独操業（作業員は本人＋家族）

・探苗不良時には他産地からの購入稚貝で対応

同軍隊〉 経。営。体。③。・④

・4経営体による共同操業（1隻4名×2隻）

・採苗不良時には他のグループと不足分を補い合うことが可能

表 3-2改革後の作業人数・使用船隻数・作業回数（誌算）

現行 改革計画

1人1時間あたり採苗数

16，。∞

経営体数 必要採酋数 告E箇数 作業人数 使用漁船敏 作業日数
約5.5%効率化

グループ
｛経営体｝ ｛万枚） ｛方栓｝ ｛人） （隻） （日｝

グループA 4 1,143 1,260 8 2 13.6 

グループB 4 1,452 1,600 8 2 17.2 

グループC 4 2.042 2,250 8 2 24.2 

3グループ合計 12 4,637 5.110 24 6 18.4 

※1計画実行時の銀首散については‘水鍋量の1帥‘増大目標に対応して現行水準の釣I.I倍としている．
※2 1自の作寮時間を8時間、3日1人あたり擦首舷14.500歓として算出

(3）作業イメージ

【現状】

作業員①：ラーパの付着した採苗器

を引き上げ、稚貝ホロイ機、稚貝

選別機で稚貝を採取する。

作業員②：稚貝をたらいに入れ、ふ

るいにかけて雑物を取り除き、海

水で洗浄する。

作業員③ ：洗浄した稚貝をザブトン

篭に入れ、養殖施設に吊す。

［改革後】

作業員①・ラーパの付着した採苗器

を引き上げる。

作業員② ：稚貝ホロイ機、稚員選別

機で稚貝を採取する。

作業員③；稚貝をたらいに入れ、ふ

るいにかけて雑物を取り除き、海

水で洗浄する。

作業員④：洗浄した稚貝をザブトン

篭に入れ、養殖施設に吊す。

7 

14,000 

12, 000 

10,000 
現行体制 改革計画

(3. 0人体制） (4. 0人体制）

12隻×13日

6隻× 18日



(4）改革による効果

本改革の実行により、以下にあげる効果が期待できます。

① 作業における労働量の削減か図られる。

※延べ作業人数 ：504名→ 432名 (.A72名、 14.3%削減）

② 使用する漁船隻数が減り、燃油使用量が削減される。

※延べ出漁回数 ：168日 → 108日 （企60目、 35.7%削減）

③ 1隻あたりの乗組員数が増加（3.0人→4.0人）すること作業のスピードアップが

図られ、採苗貝へのダメージが軽減され、 襲死率の低下が見込まれる。

④ 採苗した貝を共有物とすることで、個別漁業者の採苗不良リスクが軽減される。

表 3-3採苗作業における改革実施前後の作業人数・使用漁船隻数の比較

現行実施体制 改革計画実施体制 削減効果

12経営体 3グループ12経営体 削減数 削減率

採菌数 ※ （万個） 5 110 

作業回数 （日） 14 18 

＼ ＼ ＼ ＼ 
作業人数 （人） 36 24 

作業隻数 （隻） 12 6 

1隻あたり作業人数 （人／隻｝ 3.0 4.0 

延べ作業人数 （人・臼｝ 504 432 72 14.3覧

延ベ作業隻数 （隻・日） 168 108 60 35.7% 

※録箇般を改普計画f直（5,110万校）として算出
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｜資料4 I【取組記号C]

種苗の共同購入

(1)現 状

八雲町の養殖業者は、採苗不漁の事態に備え、オホーツク地区、留萌・ 増毛地区、 胆

振地区などに固有の種苗調達先を持っています。採苗不漁により必要数の種苗が確保で

きなかった場合には、これらの調達先と個別に価格や数量の交渉が行われ、自らが所有

する トラックや運送会社への委託により種苗の不足分を運んできます。鑓死のリスクを

避けるため、 複数の調達先から種苗を購入している養殖業者もあります。調達先が遠方

かつ分散していることから、多大な機会コス トと運搬コス トが発生しています。

(2）改革の内容

小規模養殖業者 12経営体による種苗の共同購入体制を構築し 地場での採苗状況に

かかわらず一定量を他産地から購入します。全経営体の中から 3名の担当者を選出し、

調達先との交渉や種苗の購入 ・運搬に関わる作業はこれら担当者が行います。担当者は

グノレープごとの必要枚数を集計し、オホーツク地区、留萌 ・増毛地区、 胆振地区の 3地

区から種苗を調達します。種苗の運搬には大型トラックをリースし、大量輸送によるコ

スト削減を図ります。

到着した種苗の処理については、グループ毎の共同作業で行い、作業時間の短縮によ

り第死率の低減を目指します。

00漁協

00漁協

現
、－J 

0 0漁協

状

0 0漁協

0 0漁協

0 0漁協

改

革

後

⑤＠＠ ｜宮？

①＠＠防 ＠

①＠① ｜る

00漁協

0 0漁協

0 0漁協

0 0漁協

事
E
F

、、，J
地元
（ω＠
①

E
L
E

，，．、
⑤＠＠ 

①⑤＠ 

①＠① 
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(3）改革による効果

本改革の実行により、以下にあげる効果が期待できます。

「
① 共同購入により大幅な労働力の削減が期待できる。

② 共同購入による交渉力の強化により、種苗調達価格の低下が期待できる。

③ 大量輸送による輸送コストの削減が期待できる。

④ 個別養殖業者においては複数産地からの種苗調達が可能となり、襲死リスクの

低減が期待できる。

⑤ 到着した種苗の処理をグループ毎の共同作業とすることで、作業のスピー ドア

ップが図られ、舞死率の低減が期待できる。
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｜資料sI c取組記号D】

ザラボヤ駆除作業の共同化

(1)現状

平成 20年度より定期的に発生するザラボヤにより、ホタテガイの脱落や貝の成長阻

害の漁業被害が発生しています。こうした漁業被害を軽減するため、秋季に沖合でザラ

ボヤの駆除作業が実施されていますが、作業時期が稚員の分散作業時期と重なるため、

十分な労働力が確保できず、ザラボヤ駆除を 100%実施できない養殖業者も少なくあり

ません。

また、ザラボヤ駆除を優先的に行った場合、分散作業が 11月以降にまでずれ込んで、

しまい、分散作業による艶死リスクが高まるほか、貝の成長にも影響するといわれてい

ます。

そのため、 ザラボヤ駆除と稚員分散作業を同時並行で実施することが望ましいのです

が、それぞれの作業において漁船に搭載する機器が異なるため、その積み替え作業が必

要となります。したがって 1隻で同時期に 2つの作業を行うことは非効率となります。

図5-1付着したザラボヤ（左）とザラボヤ駆除作業（中・右上）と分散作業（右下）

表 5-1 ザラボヤ駆除作業の実施状況

グループ
作業日数 1日あたり 平均作業人数 延べ作業時間 処理実施

(A) 作業時間 （8) (C) Aヰ B*C 割合

全体（12経営体） 240日間 6,480時間
40%～100% 

9.0時間 3.0人
（平均約70%)

1経営体あたり平均 20日間 540時間

11 



(2）改革の内容

4経営体で 1つのグループを編成し、グ、ループごとに 3隻の漁船によるザラボヤ駆除

作業及び同時期に行われる稚貝分散作業の共同化を行います。

使用する漁船のうち 1隻をザラボヤ駆除作業の専業船とし、 1隻あたり男性乗組員 3

名体制で 4経営体分の駆除作業を行います。残りの 2隻は稚貝分散作業の専業船とし、

1隻あた り4名体制で2経営体分の稚貝分散作業を行います。

なお、ザラボヤ駆除作業船には「シェノレクリーナーJと fポンプユニットJを、稚貝

分散作業船には f選別機Jと 「半成貝コンベア」等の高性能機器を搭載します。

【参考例】

※養殖業者毎、稚貝分散作業の実施期間中に約 20日間ザラボヤ駆除作業を実施

→搭載機器の積み替えなどにおいて作業の非効率が発生している。

B月 9月 10月 11月 12月

漁船。① 種員分散作. 3年奥出荷
。。 ザラ代ヤ’E’S作集

現

漁船。② )[ 事量貝分散作集 3年貝出荷
状 。。 ザラ択ヤ駆除作.

漁。船。③。 )[ 磯良分散作業 3年貝出荷

漁船④。 〉｜ 事量貝分散作象 3年貝出荷
。。 ザヲRや橿除作象

※ザラボヤ駆除時期において、複数船によるザラボヤ駆除と稚貝分散作業を並行して実施i漁附 1……宮…ラボヤ駆除を実施

漁船R＠： 2隻8人体制で4経営体分の稚貝分散作業を実施

8月 9月 10月 11月 12月

漁。船。①。 種貝分散作集 対課伊 3年貝出荷
＜•＂＂作家）

。漁。船。②。 〉 ｜セ：：~；テ｜ 権貝分散作.
3年貝出荷｛共同作象）

＠漁0船0③0 事量貝分散作象 稔貝分散作費E
3年貝出荷

＜•＂＂＂撃•＞ （共同作象）

革

後｜ ｜稚貝分散作業船 ザラポヤ駆除作業船
※女性家主主労働を優先 ※力仕事であるため男性作業員中心

・・・・・E田町－覇軍習冒~
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(3）作業イメージ

分散作業

［現状】

作業員①：クレーンを使い、養殖

施設から垂下したザブトン篭を

引き上げる。サブトン篭から稚

貝を取り出し選別機にかけ、雑

物及び小さな稚貝を取り除く。

作業員②③ ：選別された稚貝を丸

カゴに入れ、再び養殖施設に吊

す。

【改革後】

作業員①：クレーンを使い、養殖

施設から垂下したザブトン篭を

引き上げる。サプトン篭から稚

貝を取り出し選別機にかけ、雑

物及び小さな稚貝を取り除く。

作業員②③④ ：選別された稚貝を

丸カゴに入れ、再び養殖施設に

吊す。

ザラボヤ駆除作業

【現状】

作業員①：クレーンを使い、養殖

施設から垂下連（耳づり）を引き

上げる。

作業員②：垂下連をシェノレクリー

ナーにセットし、ポンプにて供

給された海水を高圧噴射し、ホ

タテガイに付着したザラボヤを

除去する。

作業員③：ザラボヤを駆除した耳

づり連を再び養殖施設に吊す。

［改革後］

・ 作業内容は同様であるが、男性

12隻×30日

6隻×45日

鋭F

12隻×20日

作業内容は従来同様 3隻×50日

乗組員が担当することで作業｜ ※作業効率・安全性の向上を図るため、高出力ユニックを導入

の効率化を図る。
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(4）ザラポヤ駆除実施による経済的効果

北海道渡島北部水産普及指導所の調査結果から、ザラボヤ駆除（貝洗浄作業）を実施す

ることにより、出荷時における A貝（殻長 9c皿以上）比率が高くなる傾向が認められて

います。規格ごとの平均単価を考慮すると、ザラボヤ駆除による販売価格の向上効果は

約 6.9%と試算されます。現在、多くの小規模経営体では、労働力不足等の理由からザ

ラボヤ駆除を 100%実施できていない状況であり、駆除作業の共同化により駆除率を高

めることで販売金額の増大が見込めます。

表5-2.ザラボヤ駆除実施有無による出荷時の 2年貝の規格構成の比較

来洗浄貝 洗浄貝

A貝 B貝 C貝 A貝 B員 C員

9cm以上 7～9cm 7cm未満 9cm以上 7～9cm 7cm未満

H16年度 59.5% 22.7目 17.9百 90.0百 6.7% 3.4% 

H17年度 78.3目 16.7% 5.0目 80.0百 14.5% 5.6% 

H18年度 81.1% 17.8目 1.1目 94.5出 5.5目 0.0% 

H19年度 67.4目 30.0% 2.6% 82日目 13.1% 4.9% 

H20年度 61.6% 26.4% 12.0百 97.8＇唱 1.4% 。.8%
5ヶ年平均 69.6目 22.7% 7.7% 88.9唱 8.2% 2.9% 

℃ 

資料北海道渡島北部水産昔亙指導所（八雲町落部地区2月調査）

表 5-3ザラボヤ駆除実施による販売価格への影響

司....曹司 ， 

A貝 B員 G貝 加重平均単価

平均価格如 137.6 105.7 54.7 

重量構成比
洗浄をしない場合 69.6% 2.2.7出 7.7% 12.4.0 

洗浄した場合 88.9覧 8.2.% 2..9% 132..6 

洗浄による付加価値効果率制 6.9% 

（円／kg)

C
 

来1H18～20年度の3ヶ年平均値

業Z洗浄した場合の水揚金額に対する洗浄による効果額の割合

【ザラボヤ駆除率向上による生産額の増大効果】

現在、小規模経営体においては、ザラボヤ駆除の実施率が概ね 70%程度であり、ザ

ラボヤによる成長阻害被害を十分に回避できていません。改革計画においてはザラボヤ

駆除作業の共同化により駆除実施率 100%を目指します。ザラボヤ駆除を実施すること

により販売価格は約 6.9%上昇するとの調査結果から、この取り組みによる生産額の増

大効果は 5,690千円と見積もられます。

14 



｜ザラボヤ駆除率向上による生産額の増大効剰

＝ （養殖サイクノレの見直しによる改革計画実施後の生産額）

×（ザラボヤ駆除による販売価格の上昇率）×（駆除実施率の上昇度）

- 274, 871 （千円）× 6.9% ×（100%-70%) 

= 5, 690 （千円）

(5）改革による効果

本改革の実行により、以下にあげる効果が期待できます。

r ~ 

、、

① ザラポヤ駆除作業と稚貝分散作業を適正時期に同時並行で実施することによ

り、それぞれの作業効果を高めることができる。

② ザラポヤ駆除の実施率向上により、ホタテガイの生育阻害被害が軽減され、販

売価格の増大が期待できる。

※ザラボヤ駆除による販売価格の上昇： 6.9% （効果額 ：5,690千円）

③ それぞれの作業に専業船を使用することにより、搭載機器類の積み替え作業等

が省略され、作業の効率化が図られる。

④ 力仕事であるザラポヤ駆除作業を3名の男性乗組員が担当し、また稚貝分散作

業の乗組員を 3名体制から 4名体制にするなど、合理的効率的な人員配置を実

現する。

※延べ作業人数 ：1,800人→1,530人（企270人、 15.0覧削減）

⑤ 使用する漁船隻数が減り、燃油使用量が削減される。

※延べ出漁回数 ：600日 → 420日 （企180目、 30.0%削減）

表5-4ザラボヤ駆除・稚貝分散作業における改革実施前後の作業人数・使用漁船隻数

現行実施体制 改革針薗実施体制 削減効果

稚貝分散 ザラポヤ駆除 稚貝分散 ザラポヤ駆除
削減数 削減率

(9～12月） (9～12月） (9～10月） (9～10月）

作業臼数 ｛日） 30 20 45 50 

作業人数 （人｝ 36 36 24 9 ＼ ＼ 作業隻数 （隻｝ 12 12 6 3 

＼ 
1隻あたり作業人数 （人／隻） 3.0 3.0 4.0 3.0 

1,080 720 1,080 450 
延べ作業人数 （人・臼） 270 15.0% 

1,800 1,530 

360 240 270 150 
延べ作業隻数 （隻・日） 180 30.0% 

600 420 

15 
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｜資料6 I ［取組記号E]

出荷作業の共同化

(1)現 状

養殖ホタテガイの出荷は周年にわたり行われますが、特に 2月～4月は年間出荷量の

約 6割が集中する盛漁期となります。多くの経営体ではこうした出荷作業を家族労働の

みでまかなっていますが、家族労働のみではまかないきれず雇用により労働力を補充し

ている養殖業者もあります。

本プロジェクトでは、 3年貝主体への生産体制への転換と 「クマタニ」を導入した高

鮮度出荷を目指しますが、従来に比べて貝洗浄時間の延長が必至である「クマタニjの

使用においては、家族労働を基本とする個別経営体ごとの出荷体制には限界があります。

また、出荷作業を効率的に行うには、新たの導入するクマタニと従来の貝洗浄機（ガ

ラガラ）を併用することが望ましいのですが、 4 トンクラスの小規模漁船の場合、両機

器を搭載するスペースがなく、 効率的な出荷作業が実施できません。

図 6-1 出荷作業時の作業用機器の搭載状況

16 
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(2）改革の内容

3年貝の出荷に係る作業の共同化を行います。4経営体で 1グ、ノレープを編成し、 使

用する漁船は 1グ〉レープ2隻、各船にはガラガラとクマタニを搭載します。また、 3

年員の重量に耐えれるよう高出力のクレーンを導入します。

船上での出荷作業は 1隻あたり 3名とし、出荷するホタテガイについてはグ、ノレープ

内で協議し、出荷作業の効率化を目指します。

｛養殖業者毎の出荷対応］

現 ． 少量出荷の場合においても 2～4名で出漁するなど非効率が生じている。

状 ・ 小型漁船の場合、「ガラガラ＋クマタニ」を搭載できず、高鮮度出荷に対応で

きない。

[ 2経営体による共同作業対応］

・ 3年貝の出荷において、 2経営体分の出荷を 1隻で実施する。

改 ・ 作業船1隻あたりの作業者数は 3名とし、作業の効率化を図る。

革 ・ 日々の出荷物については、グ、ループ内での協議によ り、ローテーション制に

後 するなど公平性を心がける。

• 3年貝の出荷作業を行う漁船には「ガラガラ＋クマタニ」を搭載し、高鮮度出

荷による出荷物の付加価値化を図る。

(3）作業イメージ

【現状］

作業員①：クレーンを使い、

養殖施設から出荷物が垂下
された耳づり連を引き上
げ、耳づりを外す。耳づり
を外したホタテガイを洗浄
機に入れる。

作業員②：洗浄機で付着物を
取り除いたホタテガイを選
別し、出荷用網に入れる。

［改革後】

作業員①：クレーンを使い、
養殖施設から出荷物が垂下

された耳づり連を引き上げ
る。

作業員②．耳づりを外したホ
タテガイを洗浄機に入れ

る。大まかに洗浄されたホ
タテガイをクマタニにセッ
トし、員殻を磨く。

作業員③ ：徹底洗浄されたホ

タテガイを選別し、出荷用
網に入れる。

17 
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(4）改革による効果

本改革の実行により、以下にあげる効果が期待できます。

① 出荷作業の共同化により比較的大型の漁船を使用することができ、「クマタニ

＋ガラガラ」の搭載が可能となり、高鮮度生鮮品として販売価格の上昇が期待

できる。

② 「クマタニj導入により労働作業量は増加するが、共同作業化により 1隻あた

り作業員数を増やすことで現行水準の延べ作業隻数、延べ作業人数での対応が

可能となる。

③ 出荷作業に使用する漁船隻数が減少し、新たな設備投資（クマタニ導入費用）

が最小限に抑えられる。（12隻分→6隻分）

表 6-1 3年貝出荷作業における改革実施前後の作業人数・使用漁船隻数の比較

現行実施体制 ※ 改革計画実施体制
削減効果

削減数 削減率

3年貝出荷牧数 ※ （千枚） 4,169 

作業日数 ｛日） 28 56 

作業人数 （人） 36 18 

作業隻数 （隻） 12 6 

1隻あたり作業人数 （人／隻） 2.0 3.0 

延べ作業人数 （人・日） 1,008 1,008 。 0.0覧

延べ作業隻数 （隻・日） 336 336 。 0.0% 

※3年貝の出荷敏数を改善計画値（667＇，）として算出

18 
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｜資料7I【取組記号F]

漁場環境調査への協力と情報の共有化

1) 現状

O水産試験場、 水産技術普及指導所、噴火湾ほたて生産振興協議会による各種の漁場

環境調査が実施されている。現状の漁場環境調査を継続・充実するための養殖業者

の協力体制の構築が必要。

2013隼ω月178
11:00 
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3旬、4.88
4伽n4.75 
BT=12・0
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3.83 
288 

思慮.....か，，Mイ袋姐2・E・E・盆結集.. ,, ，、，a 岨

a画壇... ，、．，．‘ "•"z 圏直島白 ．、，.，事’R時O F’，，.，舟陣白•.. .. － M 同C開’．‘” 
属繍．

' B崎＂＇＂＇

”” 
~· . 
，． 

ホタテガイ養殖場環境調査（噴火湾ホタテ生産振興協議会）

2）改革の内容

O噴火湾ほたて生産振興協議会が実施する漁場環境調査への積極的な協力体制を構

築する。また、これら調査結果、水産試験場や水産普及指導所が発信する各種情報

をグループρ内で、共有化し、ホタテガイ生産の安定化を図る。

3）改革による効果

①養殖業者が漁場の状態を常に把握することにより、漁場環境の変化に対する敏速

な対応が可能となり、第死等のリスク軽減が図られる

②漁場の環境情報を共有化することにより、安定した採苗とザラボヤ被害の抑制、

襲死リスクの軽減が期待できる。
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｜資料aI c取組記号G]

高鮮度出荷対策

(1）現状

現在、出荷時において、員殻に付着した雑物を除去するため、ガラガラを使用してい

ますが、その使用においては、貝殻先端部の破損により内部外套膜の損傷や水圧による

員内部への海水の浸透を原因とする鮮度劣化が生じています。そのため、 生鮮貝として

出荷した場合においても加工用途として利用され、高価格が実現しないことがあります。

(2）改革の内容

3年貝として出荷するものについては、クマタニ（員を l枚ずつ機械に挿入して貝殻

の付着物を除去する貝洗浄機）を導入することにより、出荷物の破損を回避し、鮮度劣

化の抑制により高鮮度出荷の実現を図ります。なお、クマタニの使用においては作業時

間の延長が想定されますが、既存のガラガラを低回転で併用使用することで作業時間の

短縮を図ると共に、2経営体による作業の共同化により効率的な作業体制を構築します。

図8-1 高鮮度出荷対策として使用するガラガラ（左）とクマタニ（右）

(3）改革による効果

r 

、

本改革の実行により、以下にあげる効果が期待できます。

① クマタニ導入により貝洗浄時における貝殻損傷が軽減されることで鮮度劣化が抑

制され、商品価値の向上による販売価格の上昇が期待できる。

※3年貝価格 ：223円／kg→ 242円／kg 約 8.5%上昇 （効果額 ：12,635千円）

② 「活貝」としての輸出対応が可能となり、 販路の拡大が見込まれる。
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【クマタニ導入による生産額の増大効果】

改革計画においては、 3年貝を対象に貝殻洗浄の徹底による付加価値化の実現に向け

て 「クマタニJを導入しますが、既にクマタニを導入している養殖業者の販売単価は、

八雲町漁協全体の平均価格を約 8.5%上回っています。同データを元に算出したクマタ

ニ導入による生産額の増大効果は 12,635千円と見積もられます。

｜クマタニ導入による生産額の増大効剰

＝ （改革計画実施後の3年貝の生産額）

×（クマタニ導入による販売価格の上昇度）

- 148, 649 （千円）× 8.5% 

- 12, 635 （千円）

表 8-1クマタニ導入による 3年貝の価格向上効果

一呈盛21
些i
(8) 

盟企
平成25年度 13か年度平均

2451 254 

261 I 259 

1.0651 1.020 

（円／kg)
ー←八雲町漁協平均 ー←クマタニ導入業者平均

400 

350 

300 

250 

200 

150 

100 

H21年度 H22年度 H23年度 H24年度 H25年度
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｜資料9 I【取組記号H]

ブランド化対策

(1）現状

出荷されたホタテガイは、貝のサイズにより選別されてはいるものの、品質は必ずし

も均ーとは言えず適正な販売価格が実現していません。

(2）改革の内容

生鮮向け 3年貝の中で一定条件を満たした最上位品質の貝については、通常の 3年貝

とは差別化し、 「八雲産鮮抜・活ほたて貝jの名称で八雲産ホタテガイのフラグシップ

としてブランド化を行います。なお、販売についてもブランドの管理が確実に行えるよ

う、直売所や漁協のネット販売、イベント販売等、限定的な販路構築を行います。

【現行】

3年貝

(3）改革による効果

3年貝の出荷規格

【目標】

一般3年貝

一定基準を満たした高品質ホタテガイ

「八雲産鮮被・活ほたて貝J

「八雲産鮮抜・活ホタテガイj の基準（仮）

－八雲町八雲地区産
・O月O日～O月O日に水揚げしたもの
．船上で貝洗浄処理をしたもの
－殻長 12cm以上の3年貝
－貝柱歩留まり 00%以上など

［販路】

・漁協直売（ネット販売を含む）
．イベントでの販売

本改革の実行により、以下にあげる効果が期待できます。

「
① 差別化出荷に伴う販売価格の上昇が見込まれる。

② ブランド化商品の高い販売価格に誘因され、養殖業者の品質向上に対する意

識の高まりが期待できる。
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｜資料10I r取組記号I】

販路開拓 ～国内販路の掘り起こしと海外輸出の促進～

(1)現状

生鮮向けホタテガイの主産地で、あった岩手県、宮城県の生産量が震災前の水準にまで

回復の見込みが立たない状況の中、圏内の生鮮向け需要はやや鈍化傾向にあります。国

内販路において新規需要の掘り起こしが求められます。

また、近年の円安に加え、 中国や米国の生産不振の影響もあり、2年貝の「両貝冷凍J、

2年貝 ・3年貝の 「活貝」輸出が好調に推移しています。「両貝冷凍」については、 2～3

月に集中する 2年貝の出荷への対応としても効果的で、噴火湾産 2年貝の約半数が 「両

県冷凍Jとして中国に出荷される状況にあります。また、「活貝j輸出についても、 25

年の輸出量は前年比で 2倍を上回る拡大傾向が続いています。しかし、 「活貝J輸出に

は、貝にストレスを与えない形での付着物除去が不可欠であり、ガラガラによる員洗浄

では対応が困難です。

(2）改革の内容

①国内販路の掘り起こし

ホタテガイの安定した国内需要を確保するため、生産

者と加工業者が一体となった販路開拓を実施します。

その一つの販路として、漁協の直販センターや噴火湾

パノ ラマパーク等でのホタテガイ直売を実施します。

②海外輸出の促進輸出

噴火鴻パノラマパーク

漁協主導のもとで、高価格が見込める 「両貝冷凍J輸出向け出荷への対応を強化しま

す。また、本事業で導入する 「クマタニJを活用し、貝へのス トレスを最小限に抑制し

た付着物除去を実施することにより、 「活貝J輸出向け出荷の拡大を図ります。

(3）改革による効果

本改革の実行により、以下にあげる効果が期待できます。

① 2年貝の出荷が集中する 3～4月に、加工場の処理能力をオーバーすること

による価格の暴落が軽減される。

②高付加価値商品である「活貝」出荷増大により、漁業収入の増大が実現する。

③ 流通チャンネルの増大により、価格の暴落リスクが軽減され、価格の安定性

が強化される。

④ 八雲産ホタテガイの認知度が向上し、様々な波及効果が期待される。
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｜資料11I 

高性能機器導入による作業の効率化と安全性の向上

(1）現状

現在、 出荷作業時においては、ユニックを用いて出荷する耳づり施設をつり上げ、コ

ンベアーで貝を船上に送り、ガラガラで付着物を除去するといった一連の作業が全て船

上で行われています。そのため、 4トンクラス以下の小型漁船の場合、搭載される機器

類で船上が一杯になり、作業スペースが十分に確保できずに効率的な作業が妨げられる

状況にあります。また、近年定期的に発生するザラボヤにより 耳づり施設の重量が増加

しており、ユニックの性能が限界にあるなど安全面でも問題があります。

(2）改革の内容

改革計画では、 3年貝の出荷においてクマタニを導入した高鮮度出荷を目指していま

す。しかしながら、クマタニの導入においては作業時間の増大が予想され、また出荷量

の大幅な増大も計画されていることから効率的な作業が求められます。そこでクマタニ

の性能を最大限に活かすため、既存のガラガラとの併用による作業時間の短縮化を図り

ます。なお、作業は 1グ、ループ2隻（1隻あたり 3名）で実施し、洗浄機器の搭載時にお

いても十分な作業領域を確保するため、グループ内の大型漁船を使用します。更に、 3

年員の重量に対応し、安全性の向上を図るため、高出力のユニックに変更します。

....... 

院にセ調
回

図11-13年貝出荷時の貝洗浄作業において導入するガラガラ（左）とクマタニ（右）
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表 11-1 改革計画実施による3年貝出荷回数の鼠算

3年貝 必要 1隻あたり
出荷量目標 うち、

3年貝出荷量 出荷枚数 作業時間※1 必要出荷回数※2

（九） （～） （枚） （時間） （目）

1,397 667 4,168,750 1,668 55.6 

※1 「クマタニ』の1時間あたり処理能力を2,500枚として算出

※2 1グループ2隻体制、1日あたり実働作業時間を5.0時間として算出

(3）改革による効果

本改革の実行により、以下にあげる効果が期待できます。
〆

、、

① 出荷作業の共同化により大型漁船を使用することで、ガラガラ＋クマタニの

搭載と必要な人員配置が可能となり、作業の効率化が図られ、 1日あたりの

出荷量の増大が見込める。

② 高出力ユニックへの変更により、施設重量の増加した耳づり施設を引き上げ

る際の安全性の向上が図られる。
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｜資料121 

八雲地区におけるホタテガイ養殖業の作業工程

八雲町漁協におけるホタテガイ養殖業の作業スケジュールは下図に示すとおりです。

現状

3月 4月 5月 6月 91l I 10月 I11月 I12月 I 1月

1年目
I/ 

銀首・量入作事 ，、 権買分散作. 中間育成

本聾成

2年目

耳づり作事 沖合貝決掃作禽

*•• 
3年目~－ーl~I ..  司

改革後
『司．司．’．......-

3月 4月 5月 6月 11月 I12月 I 1月

. 
1年目

、「
保菌，a入作車 中間育成

ー．．．．．．

2年目

耳づり作皐 沖歯貝2l浄作.

本’E成

3年目

ー一一｜rm ... 

図 12-1 ホタテガイ養殖業の作業スケジュール

①採苗作業

採苗作業は 5月上旬から 7上旬にかけて行われ

ます。5月に採苗器（棒網、ネトロン）が投入され、

約 2ヶ月間にわたり左図に示すように採苗用施設

に垂下し、海中を浮遊するホタテガイのラーパを

採苗器に付着させます。

7月に採苗器を回収し、採首器に付着したホタ

テガイのラーパはザブトン篭に入れて、稚貝用施設に吊されます。
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②稚貝分散作業

8月以降、ザブトン篭に入れられたホタテガ

イラーパの 1篭あたり枚数を減らす稚員分散

作業が行われます。この作業は 11月末頃まで

行われ、貝の成長状況に応じて、複数回実施さ

れます。

③ 耳づり作業

2月下旬になると、ザプトン篭の中で越冬した稚員を耳づりする作業が開始されます。

耳づり作業は稚貝の耳に小さな穴を開け、 一枚ずつひもを通し、これを沖合の養殖施設

に設置していきます。耳づり作業は大変手間のかかる作業で、各養殖漁業者は大勢のア

ルバイトやパートを雇います。作業は4月中旬から 5月末頃まで続けられます。

④沖合洗浄作業（ザラボヤ駆除作業）

ザラボヤの定期的な大量発生が生じるようになった平成 20年頃より、洋上での員洗

浄作業が実施されるようになりました。作業時期は、ザラボヤの発生状況により異なり

ますが、水産試験場等からの情報をもとに通常 9月～10月頃に実施されています。垂

27 



下している耳づり施設を船上にあげ、貝洗浄機で貝に付着したザラボヤ等を除去した後、

再び海に戻します。ただし、作業時期が稚貝分散作業と重複することから、垂下されて

いる耳づり施設を 100%洗浄することができない養殖業者も多く、同作業が実施できな

い場合には、貝の成長阻害等により生産物価格が低下する原因となります。

⑤ 出荷作業

八雲地区では、通常 2月頃から新員の水揚げ ・出荷が開始されます。耳づりロープか

ら出荷するホタテガイを外し、トロ ンメル（通称ガラガラ）と呼ばれる機械で貝を洗浄し

ます。 これら作業は基本的に船上で行われます。出荷作業は翌年1月頃まで続けられま

すが、 5末末頃までに出荷する貝を 2年貝（新貝）、 6月～10月末頃までに出荷する員を

旧貝、 11月以降出荷する貝を 3年貝と呼んでいます。

(3）出荷・販売方法

水揚げされたホタテガイは全て八雲町漁業協同組合に出荷されます。出荷されたホタ

テガイは、組合員ごとに規格別の数量が計量され、八雲町地方卸売市場の買参権を持つ

仲買業者（約 15名）に販売されます。販売方法については、セリによる販売と随意契約

による販売があります。随意契約による販売については、 噴火湾全体で、共同値決めと呼

ばれる生産者と買い受け業者の協議による値決めで価格が決定されます。

28 
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｜資料131 

改革計画実施による生産目標について

(1）生産物価格の考え方

八雲町における養殖ホタテガイの価格は近年上昇傾向がみられます。特にザラボヤに

よる被害が過大で、あった平成 22年度と東日本大震災による影響があった平成 23年度

は、生産量が低水準で、あったことから、 2年員で 189～234円/kg、3年貝で 299～306

円/kgという高価格となりました。また、 24年度については、震災の影響から回復しき

れていない東北3県の生産事情に加え、中国等への輸出が堅調であったことから引き続

き高価格が維持されました。なお、規格問の価格差率については、 3年貝は 2年貝の

1.3～1.4倍程度で推移しています。近年は2年貝価格の高騰の影響もあり、価格差がや

や縮小しています。

価絡（円／kg)

400 

350 

300 

250 

200 

150 

100 

50 

。

にコ生産量 ー←2年貝 ー← ！日貝 ー←3年員 生産量（干～）

20 

10 

。
平成21年度 平成22年度 平成23年度 平成24年度 平成25年度

図 13-1八雲町漁協における養殖ホタテガイの生産量及び規格別価格の推移

本計画で使用するホタテガイ単価については、直近 5ヶ年度（平成21年度～25年度）

の年度平均単価のうち、ザラボヤ被害、震災により価格が高水準となった平成 22年度

と平成23年度を除外した 3ヶ年度の平均価格を使用し、基準単価を以下のように設定

しています。

191 （円／kg)

223 （円／kg)

H22・23年度を除く

173 230 

299 306 

｜サ・ラ糾被害 ｜震災年度
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(2）生産量の考え方

本プロジェクト改革計画においては、 2年貝主体から 3年貝主体への生産体制の転換

を経営改革の柱としています。

養殖施設数（耳づり本数）については、プロジェクト計画への参加を希望する小規模経

営体の現行の保有数を基準とし、 出荷量の目標値については、規格別施設数利用割合か

ら算出しています。ただし、小規模経営体の多くは、労働力不足等により十分に効率的

な施設利用がなされていないことから、施設の利用度を高め、施設あたり生産量の増大

を目指します。

※H22・23年度は震災の影響が強いため除外

また、 施設あたりの出荷量に算出に必要な 「生産物1枚あたり重量」、「垂下連1連あ

たり枚数J、「生残率Jは次のとおりとしています。

l日員

3年貝

(3）漁労収入の目標

160g 

200枚

200枚 32.0kg 72% 

改革計画実施においては、計画実施による効果額は約 96.1百万円と見積もられ、 生

産額は 197.1百万円から 293.2百万円に増大すると予想されます。

表 13-1 改革計画実施による漁期収入の目標

｛干円｝司b 司 ・ ..  

生産額
内訳

備考 参考資料
2年貝 18貝 3年貝

現行の生産額
197,098 149.576 37,2.97 10,2.2.5 

※H2.1・2.4・2.5年度の3ヶ年平均値

改革計画実絡による生産額の増大 96.100 -50.352. ー7,685 154,137 

①養殖サイクルの見直しがもたらす
77.773 -52..365 -8.2.86 138,42.4 生産量1.115九『1泊 7～ 資斜縄

効果額※ 生産額197百万円ー275百万円 『資科2)

②ザラボヤ駆除率向上がもたらす効
5,692. 2..013 601 3,078 

駆除率70%-1曲% 資料錫

累積 駆除実施に伴う価格上昇度：6.9、 『資斜5)

③クマタ二導入がもたらす効果額 12..635 12.,635 
3年貝価格：223円/kg-242円/k1 資制編
(8.55上昇｝ 『資制8)

改革計画実施後の目標生産額 2.93,198 99,2.2.4 2.9,612. 164,362. 

来共同作業化による生産量10軸増大効果を宮む
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（百万円）

400 

293 293 293 ・クマタヱ導入効果

・駆除実施率向上効果

197 
200 

・3年貝への転換効果

・生産枚数の増大効果

・現状生産額

。
現行 1期目 2期目 3期目

(H21,24,25) 

図 13-2改革計画実施による漁揖収入の推移
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八雲町ホタテ貝養殖地域プロジェクト

概要版

Eコ"--

6圃

－－ 叫－ ・.....t降二0''ι......・
制皇国.~l'"

•• 2) 

(. ＿／..‘ 
〆~.. . ¥ ! 1 伊 」戸

t' ・－干、
• r －‘... ’ 熊石 ，r；・

肩

－’ 

.‘ .... 
。‘’....・

·~咽

A・m・目・・・

…· e~ 
. .・.
ε凪 t

t’6‘ ... 
、．

1 .ホタテガイ養殖業の概要
(1) ホタテガイ養殖業の変遷

生産量（千トン） ＝ 漁業 ・・養殖 ー←価格
800 

j 1980年代噴火湾において『短期育成・量産霊生産体制』が確立

700 

資料4ー③

価格（円／kρ
400 

350 

11995年金園生産量50万～突破

600 300 

500 250 

400 200 

300 150 

200 100 

100 50 

。 。
1965年 70 75 ... 80 85 90 95 2000 05 10 

一 1 1s年陸奥湾、時噴火湾において大鵬府発生 ｜

図1 全国におけるホタテガイ生産量・価格の推移
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(2）八雲地区におけるホタテガイ養殖業を取り巻く近年の動向

0近年のホタテガイ生産量は、 平成22年度のザラボヤ被害、 23年度のは東日本大震

災により減少。 24年度以降は回復基調にある。

0一方、 価格は生産量の減少もあり、 22年度以降は高い水準で推移。 25年度は生産

量の回復に加え、高価格であったことから生産額が震災前を大きく上回る。

生産量（～）
30,000 

25,000 

20,000 

15,000 

10,000 

5,000 

。

圃園水揚量 ........平均単価 単価（円／kg)

300 

250 

200 

150 

100 

50 

。
平成20年度 平成21年度 平成22年度 平成23年度 平成24年度 平成25年度

図2 八雲町漁協におけるホタテガイ養殖業の生産量・平均単価の推移

資料：八雲町漁協

施般に付着したザラポヤ（上）と東日本大震災により破鍋した施政（下）
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(3）本計画への参加を希望する経営体の概要

0現在、本計画には地区内で、は比較的小規模な 12経営体が参加を希望している。

0本計画への参加を希望する経営体の養殖施設規模は、八雲町漁協全体の平均値と概

ね同水準であるが、水揚量は平均値の約6割、金額は5割と低い。

Oまた、 2年貝の出荷割合が 73.9%と極めて高い点、常勤雇用をほとんど持たない点

に特徴がある。

”一ーー 司－・・－・－ z’‘’ ーー・・

八雲町漁協 大規模経営体 計画参加希望者
全体平均 平均 平均

対象者数 （人） 108 10 12 

施控総延長 (m) 4101 5,492 4,132 

水湯量 (kg) 129 617 288 686 80001 

H25年 水揚金額 （千円｝ 29,783 69,378 16,082 

平均単価 （円／kg) 230 240 201 

2年貝 29.8% 17.6% 73.9" 
H25年

旧 貝 27.5% 29.2% 17.6% 
出 荷割 合

3年貝 42.7% 53.2% 8.5覧

常勤雇用 （人） 3.2 3.4 0.6 

後継者確保率 39.8% 70.0% 50.0覧

（参考）出荷規格別の養殖期間・用途・価格等

2年貝 旧貝 3年貝

出荷 時期 2月～5月 6月～10月 11月～翌2月

養殖 期 間 22～25ヶ月 26～30ヶ月 31～34ヶ月

2012年出 荷 量 シェア
約 70% 約 10% 約 20% 

（渡島・阻娠管内）

活 ・生鮮 t』 。 。
用途

ボイル 。 。
仕向け

冷凍・缶詰 。 。 ム

1枚あたり重量 100 g 140 g 160 g 

価格 168円／kg 191円／kg 223円／kg
(1枚当たり） (16.8円／枚） (26.7円／枚） (35.7円／枚）

0短期間に出荷が集中するため、出荷 0出荷時期が貝毒発生の危険性があ 0供給畳が少なく、価格lま比較的安定．

備考
量が加工場の処理能力を超えた場合に り、貝毒が発生した吻合にlま出荷が制 0出荷がほぼ活・生鮮に限られるため、
は価格暴落の可能性がある． 限される． 出術時に徹底した員鮫洗浄が必要．
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2.改革のコンセプト～ 3年貝主体の生産構造への転換と養殖作業の共同化～

(1) 小規模経営体が抱える問題点

八雲町八雲地区においてホタテガイ養殖業を営む小規模経営体は2年貝主体の生産

を行っています。 2年貝の用途仕向けは主に加工原料（中でもボイノレ加工）ですが、近年、

加工品の圏内需要が縮小傾向にあります。小規模経営体の多くは、上昇傾向にある活・

生鮮需要に対応 し、高く安定した収益性が期待できる 3年貝主体の生産体制への移行を

望んでいますが、移行に必要な条件が解決できず、3年買主体の生産構造への転換が進

まず、不安定な経営状況にあります。

3年貝主体の生産体制への移行に必要な条件
． 

労働力不足
3年艮出街向け高性能機器

移行期の減収への対応
6トンクラス以上の漁船

労働力不足のため、同時期に行 保有する機器類の性能が低〈、 移行期における一時的な減収に
われる稔貝分散作業が優先され、 老朽化している。また、小規模経 耐えうる経済力を有していない。
3年貝出荷に欠かせない作業で 営体の約半数が4～クラスの漁
あるザラポヤ駆除作業の実施率 船であり、高性能機擦を搭織する
が低い。 スペースが確保できない。

小規模経営体の実情

(2）改革の狙い （改革計画の柱）

、

~ 

八雲町漁業協同組合主導の下で、小規模経営体 12名 による大型漁船（6トンク ラス以

上）を使用した養殖作業の共同化、高性能機器の導入等による養殖生産の効率化 ・省力

化により、 2年貝生産主体から 3年貝生産主体へと養殖サイ クルの転換を図り、漁業収

入の増大・安定化を実現し、小規模経営体における持続的経営の在り方を実証します。

［改革計画］3年貝主体の生産構造への移行（取組A)
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改革計画の実現に向けた標．への対応

労働力不足
3年貝出荷に対応した後器類

移行期の減収への対応
6トンクラス以上の漁船

↓ 
複数船を使用した共同作業によ グループ内の6らクラス以上の もうかる神、業の仕組みを活用

る、稚貝分散作業とザラボヤ駆 漁船を共同作業船として使用 し、一時的な減収被害に対応

除作業の並行実施 し、出荷作業を共同化

＼〉／ ＼＼／  "'-....7 
ザラポヤ駆除作業を適切な時期 出荷作業船には、 3年貝出荷に 安定的な経営維持のもとで、 3
に効率的に実施し、実施率 対応した高性能機器を導入し、 年貝主体の生産体制への移行を

100%を実現 作業の効率化と生産物の付加価 実現

値化を実現

(3）改革の実現に向けて解決すべき課題と改革計画の取組

改革の柱となる「 3年貝への移行Jにおいて、その経済的効果を最大限に発揮する

ため、各種作業の共同化、漁場環境の改善・保全、生産物の品質向上、販売力強化等

に向けた8つの取組を実行します。

【 八割区ホタテガイ観トl慌模経営体糊える問題点 】
【生直面1 【漁唱環境・施飯事l周薗】 ［販売・ill通商】

① 労働力不足による非効事怠生産繊遺 ①不安定な篠酋と高い随死リス0 Z年奥：集中出荷による価格暴落リスヲ

3年貝：不＋分な価値静値：%＞小型漁船による作業内容の制限 ②ザラポヤによる生育阻害被害

【取組A]3年貝主体の生AU構造への移行
Z年貝主体の生産構造から3年貝主体の生産事費途へと移行することにより漁業収入の治大を図り、漁黛経営の安定

経曾改革の実現に向けて解決すべき.短 時 改革計画の取組

ホタテガイ養殖業の収益性改嘗・経営の健全化

共同経営・生産組合・LLP • 

【取組B】稚貝探取作集の共同化
【取組C】雑貝の共同蛾入
【取組D】ザラポヤ駆除作集の共同化
【取組E】出荷作集の共同化

【取組F】漁渇環境調査への憶力と情綴の共有化

【取組G】高鮮度出荷

【取組H】ブランド化対官官
【取締 I】販路側妬

司レ
共同作業・共同経営の他グループへの波及
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